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要　　約
　政治家の在職年数と財政運営の間における関係性については，これまで先行研究により，
多くの議論が行われてきたが，正負いずれの影響を及ぼしているかについて論争がある。
また，わが国の地方自治体の財政運営を分析した先行研究は，2000 年初頭までのデータ
による検証が多かったため，2000 年の前後に生じた地方財政を取り巻く環境変化につい
て十分な考慮が行われた上で，議論がなされてきたとも言い難い。
　本研究の目的は，こうした既存研究の課題を克服するために，1975 年から 2017 年まで
の都道府県パネルデータを用いて，知事の在職年数と地方歳出との関係性を実証的に明ら
かにすることにある。その際，2000 年の前後を境として，地方歳出と知事の在職年数と
の関係性が異なる可能性，あるいはそうした関係性が知事の属性及び就任時期によっても
異なる可能性に着目して，実証分析を行った。
　実証分析から，以下の 3 つの結論を得た。まず，知事の在職年数が長いほど地方歳出が
抑制されるかどうかに関しては，データの全体（1975～2017 年）では見出せなかったも
のの，2000 年以後において，その抑制傾向が確認された。2000 年の地方分権一括法の施
行に伴った影響をより強く受けていたものと推察される。また，こうした 2000 年以後に
見られる知事の在職年数が地方歳出にもたらす影響は，知事の出身属性によって異なる効
果が生み出されていること，さらには，その知事の出身属性の違いによる効果も，2000
年以後に新たに知事が就任したか否かで異なることが確認された。
　得られた結論には，既存研究においてこれまで明らかにされてこなかった点，あるいは
既存研究の見解とは異なる点がいくつかあり，少なくない示唆が含まれている。これらの
結果を踏まえ，今後，首長の在職年数の長さが及ぼす効果と関連する制度のあり方につい
て，さらに分析を深めていく必要がある。
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Ⅰ．はじめに

　民主主義をかかげる国家において，国会議員
を選出する国政選挙のみならず，地方選挙にお
いて誰を選ぶのかは，重要な問題である。地方
自治体において，首長が長期政権を維持するよ
うになると，既得権益が固まり，組織内部で腐
敗が進んでいき，地方の歳出に対して規律付け
が緩む可能性が出てくる。
　海外の先行研究の議論においては，住民の政
治参加の程度や政治的分極度のあり様によって
政治的競争が欠如すると，地方自治体の効率性
に負の影響を及ぼすことが度々指摘されてきた
（Ashworth et al., 2014; Borge et al., 2008; Geys 
et al., 2010）。例えば，Borge et al.（2008）や
Geys et al.（2010）では，投票率を政治的競争に
関する代理変数とみなした上で，政治的競争が
高まるほど，地方自治体の効率性が改善される
と指摘している。このため，選挙における政治
的競争の有無は，地方自治体の効率性を改善さ
せる上でも，重要な制度的保障となってくるので
ある。
　わが国の都道府県における知事選挙を見渡し
てみると，現職が選挙に立候補する際には，候
補者数がかなり少なくなる傾向にある（米岡，
2022a）。そもそも，現職の知事は選挙において
再選されやすい傾向にあり，他の新人候補者と
比較しても圧倒的に優勢である（片岡，1994）。
こうしたことが積み重なっていくと，現職の知
事による長期政権が続きやすくなり，政治的競
争の欠如によって地方自治体の財政規律が緩ん
でいき，その効率性が低下する可能性が考えら
れる。
　しかしその一方で，多選の首長であったとし
ても，それは当該首長に対する住民からの信頼
の現れであると捉えられる場合，利益誘導的な
歳出の必要性が減少し，効率性が改善されると
いうことも考えられる（近藤，2011；近藤・宮

本，2010；鷲見，2018，2021）。また，海外に
おける実証研究によれば，Brender（2003）が
選挙前の財政黒字が首長の能力の高さを示すも
のであり，当該首長の再選確率を高めることを
指摘している。
　多選の首長であったとしても，その前歴から
すでに高い行財政運営の能力を有している，も
しくはその前歴にかかわらず首長の職により長
くとどまり続けることで，その能力が徐々に高
まっていくと想定できるのであれば，長期政権
は必ずしも地方自治体に非効率をもたらすもの
になるとは限らないであろう。実際に，わが国
の地方自治体を分析対象とした研究の中には，
そうした見解を支持するものもある（米岡，
2022a）。
　周知のとおり，わが国では地方自治体の首長
に対して，法制度上，多選の制約は存在してい
ない。そのため，長期政権の首長によって地方
自治体に非効率性がもたらされるのか，その逆
に効率性がもたらされるのかを実証面から明ら
かにすることには，少なくない意義を見出すこ
とができると考える。さらにいえば，仮に同じ
在職年数の長さを有する首長であったとして
も，その属性の違いによって，地方歳出に異な
る影響を及ぼす可能性も考えられる。しかし，
既存研究ではそうした検討がまったく行われて
こなかったため，この点について課題が残され
ている状況にある。
　本研究の目的は，以上のような既存研究の状
況に問題意識を持ちつつ，その課題を克服する
ため，データとして遡及可能な 1975 年から
2017 年までの都道府県パネルデータを用いて，
知事の在職年数と地方歳出との関係性を実証的
に明らかにすることにある。その際，2000 年
の前後を境として，知事の属性及び就任時期の
違いがもたらす歳出の変化に着目し，検討を進
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めていく。
　本稿の構成は，以下のとおりとなる。続くⅡ

章で，研究の背景について述べる。Ⅲ章で，実
証分析を行う。最後に，Ⅳ章で結論を示す。

Ⅱ．研究の背景

Ⅱ－１．理論的背景
　本節では，首長の在職年数が地方歳出に影響
を及ぼす可能性について，その理論的な背景を
考察する。
　政治経済学の分野では，首長の任期と財政支
出に関する研究がアメリカの事例を中心に盛ん
に行われてきた（Alt et al., 2011; Besley and 
Case, 1995; Carey et al., 2006; Erler, 2007; 
Johnson and Crain, 2004; Tien, 2001; Yakovlev 
et al., 2012 など）。
　当該分野における理論研究の先駆ともなった
Besley and Case（1995）によれば，選挙が行
われることにより，現職の政治家が投入する努
力やパフォーマンスの向上が促されることが示
されている。このモデルでは，有権者である住
民と為政者である政治家の双方に情報の非対称
性があることを想定する中で，主に以下の 3 つ
の変数に着目している。

　①�努力やパフォーマンスの量を増やすことを
厭わないかを表す「政治家のタイプ」の違
い

　②�住民の効用を高くするという目的のため
に，「政治家が実現するアウトプットの高低」

　③�高いアウトプットを実現する確率を高める
上で，必要となる「政治家の努力やパフォー
マンスの量」

　このモデルに基づくと，住民は実現されたア
ウトプットの高低から，現職の首長のタイプを
判断することになる。そうしたアウトプットの

実現に向けて，住民は選挙において努力を厭わ
ないタイプの政治家を首長に選びたいと考える
ものとされている。
　Besley and Case（1995）の理論研究を契機
として，政治家の在職年数と財政運営の関係性
については，それ以後に多くの研究蓄積が進め
られている。例えば，Alt et al. （2011）では，
在職年数の違いが首長の財政運営上のパフォー
マンスに影響を及ぼすことが検討されており，
現職知事の 1 期目において，財政運営上のパ
フォーマンスが最も良くなることが指摘されて
いる1）。あるいは，Johnson and Crain（2004）
では，多選禁止の制度によって，最終任期に直
面した知事が次期選挙を考慮しなくなるため，
財政健全化に対して知事の努力やパフォーマン
スの量が低下すると指摘している。
　しかし，こうした理論研究のモデルでは，「政
治家のタイプの違い」「努力やパフォーマンス
の量」というように，実際には捉えにくいもの
を変数として考慮している点に特徴があるとも
いえる。政治の現実を見渡してみれば，「政治
家のタイプの違い」とは，努力やパフォーマン
スの量を増やすことを厭わないかという，単一
的な側面から見た基準であるとは限らない。例
えば，政治家になる前にどのような職に就いて
いたかという点は，「政治家のタイプの違い」
に直結する重要な要因の一つとなり得るであろ
う。実際に，政治経済学の分野における先駆的
な研究によれば，政治家の前職が中央官僚で
あったか否かで異なる財政的選好を発揮するこ
とは，理論的にも指摘されているところである

１）ただし，この研究では任期制限の制度が施行された地域に焦点を当てた分析となっている。
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（Niskanen，1971）。
　あるいは，Schlesinger（1975）の選挙戦略
に関する理論を援用し，わが国の首長選挙につ
いて検討している河村（2008）でも指摘される
ように，再選を見据えた首長の選挙戦略は，単
に自身の当選のみを目的とするだけでなく，当
選後に支援を受けた議会勢力数を意図的に最大
化，もしくは最小化し，自らの政策的選好を曲
げることなく，議会運営が行えるような政治的
環境を整えることを考慮することも多い2）。こ
の場合，首長の前職が何であり，どのような政
治的背景を有するかという「政治家のタイプの
違い」によって，異なる選挙戦略がとられると，
予算配分（特に公共事業の予算配分）などの場
面において，首長は自らの意向を最大限に反映
しようとするのである。
　一方で，「政治家の努力やパフォーマンスの
量」に関する点については，海外の理論研究で
は多選制約の是非についての議論が中心となっ
ており，特に最終任期における「努力やパフォー
マンスの量」の低下が問題視され，負の側面が
主として議論されてきた3）。そのため，正の側
面，すなわち在職年数の長さに伴った政治家の
能力の高まりについては，あまり考慮されるこ
とがなかったようである。ただし，実際には，
政治家として職の経験を積むことで能力が高
まっていく可能性もあるのではなかろうか4）。
政治経済学の分野における既存研究では，そう
した正の側面に対し，政治家の在職年数の長さ
に伴う能力の高まりを暗黙的に条件一定と仮定
して議論が進められてきたとも捉えられ，少な

くない課題があるといえる。

Ⅱ－２．わが国における実証研究の動向
　これまで，わが国の地方自治体の財政運営の
あり方に着目した国内の先行研究では，主に
2000 年代初頭までの都道府県データを用いた実
証分析により，多くの議論が行われてきた。先
行研究を見てみると，首長の在職年数の長さや
任期の違いなどによって，地方歳出が抑制され
たり，あるいは地方債の発行が抑制されたりす
ることで，財政状況が改善するかどうかに注目
が集まっており，多くの研究が蓄積されている。
　ここで，首長の在職年数や任期などの違いが，
地方財政に与える影響について，わが国におけ
る先行研究の状況をまとめたものが，表 1 であ
る5）。
　特に，首長の在職年数の長さが地方の財政規
律に与える影響に関しては，正負いずれの効果
をもたらしているのか論争があり，未だ統一的
な見解は定まっていない（小林・近藤，2008；
藤澤，2004；米岡，2022b など）。例えば，藤
澤（2004）によれば，首長の在職年数が長くな
るほど基礎的財政赤字が削減される傾向にある
が，その効果は知事就任から 10 年間であると
指摘されている。その一方で，小林・近藤（2008）
では，知事の在職年数と基礎的財政赤字の間に
そうした関係性は見出されず，むしろ知事の在
職年数が長くなるほど基礎的財政赤字が増加し
てしまう場合があることを指摘している。
　また，在職年数に関する検討にとどまらず，
首長の属性（党派性，前職の経歴など）に着目

２）Schlesinger（1975）では，①得票差を最小化し，有権者からの得票もできる限り最小化する純粋戦略，②
得票差の最大化を図るとともに，得票数の最大化も図る戦略，③少ない得票で得票差を最大化し，選挙に勝
利する混合戦略，④有権者の幅広い集票を目指す一方で，票差規模の最大化を志向しない戦略，以上の 4 つ
の戦略があると指摘している。

３）実際に，欧米諸国の地方政府，あるいは地方自治体では，法制度的に首長選挙において多選制約のある場
合も少なからずあるため，最終任期においてこの種の問題が生じるかについては，理論・実証の両面から盛
んに議論が行われている。

４）同じ社会科学に位置付けられる労働経済学や人的資本論の分野では，一般的に職に携わる者の経験年数が
長くなることで，当該職務を遂行する上で必要な能力が徐々に高まっていくことが想定されている。

５）ただし，ここに取りあげた先行研究のすべてが，首長の在職年数や任期の違いに主要な焦点を当てて，実
証分析を行っているわけではないということについては，留意する必要がある。
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した実証分析も行われており，そうした要因が
地方財政に影響を与える可能性について議論さ
れている（加藤，2010；小林・近藤，2008；砂
原，2006，2011； 曽 我・ 待 鳥，2007； 藤 澤，
2004；別所，2010 など）。ただし，これらの先
行研究では，首長の属性に関する変数と在職年
数や任期の違いに関する変数が，それぞれ独立
した変数として採用されているにとどまってお
り，在職年数と首長の属性の交差効果を検討し
た先行研究は皆無の状況にある。そのため，同
じ在職年数の長さを有する首長であった場合
に，属性の違い（例えば，前職の経歴などの出
身属性の違い）によって，在職年数の長さが地
方の財政運営に異なる影響を及ぼしているのか
については，これまでまったく検討が行われて
いない。
　こうした議論の状況に加えて，表 1 で取り上
げた研究を見渡してみると，2000 年以後の都
道府県の長期データを用いた実証分析は，米岡
（2022b）を除いて行われていない状況にある
ことも指摘できる。
　わが国においては，2000 年の地方分権一括
法の施行によって，都道府県の処理する事務の
7・8 割を占めていた機関委任事務が廃止され，
自治事務と法定受託事務に分けられ，国と地方
との関係性に大きな変化が生じた6）。これによ
り，地方自治体が独自の判断で実行可能な自治
事務の比率が増大することになった。このよう
な変化の効果として，新たに自治事務に対する
首長の責任がより一層増大するということが考
えられる。実際に，行政学の分野における先行
研究に基づくと，自治事務には，財務監査，行
政監査のみならず，住民からの直接請求に基づ
く監査や地方議会の監査請求権に基づく各種監

査の対象となったため，2000 年より前の機関
委任事務の時のように，首長は中央省庁からの
通達や指示に責任を転嫁できなくなり，多くの
自治体の活動に対して責任を問われる場面が増
えることになった（打越，2005；松下，2005；
松下・西尾・新藤，2002）。
　さらに，地方分権一括法では，地方財政制度
に大きな変更が加えられることが予定されてい
たことも，地方の財政運営に少なくない影響を
及ぼしたものと考えられる。具体的には，地方
における課税自主権の強化や地方債の起債のあ
り方などである。こうした変化によって，歳入
が増加する団体とそうでない団体が出てくるこ
とになるため，限られた財源の中では，より一
層の歳出削減を図っていく必要性が出てくるこ
とになったのである。
　こうした地方分権一括法がもたらした影響に
加えて，2000 年より前の社会的背景（1990 年
代の内需拡大に伴う公共投資の増大）と，それ
以後の社会的背景（2000 年以後の財政再建路
線）には，大きな違いが生じていることも見逃
せない点である。1990 年代には，国が内需拡
大を志向した結果，地方に対しても公共事業の
推進が促されることとなり，地方歳出は増大傾
向にあった。結果として，2001 年時点で国・
地方をあわせた債務残高は 700 兆円を超えるこ
とになった。そのため，国・地方のそれぞれで
財政再建を念頭に置いた種々の改革が進められ
ることになった（北村，2009）。
　以上のように，地方財政を取り巻く環境の変
化が，各地方自治体における財政運営のあり方
に影響を及ぼす可能性は十分に考えられるもの
の，2000 年の前後を区切りとした実証研究は，
極めて手薄な状況にあるといえる7）。

６）「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」の第 2 条によれば，「法律又はこれに基づ
く政令により地方公共団体が処理することとされる事務が自治事務である場合においては，国は，地方公共
団体が地域の特性に応じて当該事務を処理することができるよう特に配慮しなければならない。」とされる。
なお，自治事務の定義については，「この法律において「自治事務」とは，地方公共団体が処理する事務のう
ち，法定受託事務以外のものをいう。」とされる。

７）地方財政について，こうした論点を考慮して 2000 年前後でデータを区分けした実証研究は，米岡（2022a）
と和足（2021）の実証研究を除いて，管見の限りで見当たらない。
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表１　先行研究の状況

【都道府県を分析対象としたもの】
データ期間 データ期間を分けた理由 被説明変数 説明変数 結果

山下（2001）
1976 ～ 1997 年 を 1976 ～
1993 年，1994 ～ 2007 年 に
分けて分析

1993 年の自民党単独政権
の崩壊 普通建設事業費/県内総生産 知事選挙年度ダミー 有意な結果を得ていない

藤澤（2004） 1976～1999 年 ―
純債務残高 / 県内総生産の
階差，基礎的財政赤字 / 県
内総生産

在職期間，在職期間の２乗項
在職期間→マイナスで有意
在職期間の２乗項→プラス
で有意

砂原（2006）
1975 ～ 2002 年 を 1975 ～
1990 年，1991 ～ 2002 年 に
分けて分析

1990 年代のバブル経済の
崩壊

インフラ整備費，農林水産
費，教育費，福祉費

1 年目～3 年目ダミー，任
期最終年ダミー

教育費についてのみ，1 年
目～3 年目ダミーがプラス
で 有 意（1975 ～ 1990 年 の
データ分析において）

小林・近藤
（2008）

1981 ～ 2004 年 を 1981 ～
1991 年，1992 ～ 2004 年 に
分けて分析

1990 年代のバブル経済の
崩壊

基礎的財政赤字 / 県内総支
出，投資的経費 / 県内総支
出，消費的経費 / 県内総支
出

在職年数，在職年数の２乗
項，最終任期ダミー，選挙
年ダミー

下記の※１のとおり

別所（2010） 1998～2006 年 ―

地方債残高 / 住民数，総支
出 / 住民数，人件費 / 住民
数，補助費 / 住民数，普通
建設事業費 / 住民数

任期最終年ダミー 有意な結果を得ていない

砂原（2011）
1975 ～ 2002 年 を 1975 ～
1990 年，1991 ～ 2002 年 に
分けて分析

1990 年代のバブル経済の
崩壊

インフラ整備費，農林水産
費，教育費，福祉費

1 期目ダミー，任期最終年
ダミー，在任年数

教育費についてのみ，1 期
目ダミーがプラスで有意
（1975～1990 年のデータ
分析において）

米岡（2022b） 2000～2015 年 ― 基礎的財政赤字 / 住民数 在職年数，最終任期ダミー，
年齢 在職年数のみプラスで有意

【市町村を分析対象としたもの】
データ期間 データ期間を分けた理由 被説明変数 説明変数 結果

近藤・宮本
（2010）

1985，1990，1995，2000 年の
4 期間をパネルデータ分析 ― 基礎的財政赤字，純債務残

高階差，地方債発行額 当選回数，就任時年齢 有意な結果を得ていない

近藤（2011） 1985，1990，1995，2000 年の
4 期間をパネルデータ分析 ― 普通建設事業費，農林水産

費，扶助費，教育費 当選回数，就任時年齢 農林水産費についてのみ，
当選回数がマイナスで有意

鷲見
（2018，2021）

2009～2013 年までの市町
村データを確率フロンティ
アモデルにより分析

― インフラ整備費，水産費，
教育費，福祉費 当選回数 プラスで有意な結果を得て

いる

和足（2021）

1975 ～ 2014 年 ま で の 9 つ
の政令指定都市データを
1975～1999 年，2000～2014
年に分けて分析

政治状況と 2000 年の地方
分権一括法の施行 基礎的財政赤字 在職年数 有意な結果を得ていない

※ 1　小林・近藤（2008）の分析結果
データ期間 被説明変数 説明変数 結果

小林・近藤
（2008）

データの全体
（1981～2004 年）

基礎的財政赤字 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー

在職年数→プラスで有意
在職年数の 2 乗項→マイナスで有意

投資的経費 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー

在職年数→プラスで有意
在職年数の 2 乗項→マイナスで有意

消費的経費 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー 有意な結果を得ていない

1981～1991 年

基礎的財政赤字 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー 有意な結果を得ていない

投資的経費 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー 在職年数→プラスで有意

消費的経費 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー 在職年数→マイナスで有意

1992～2004 年

基礎的財政赤字 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー

在職年数→プラスで有意
在職年数の 2 乗項→マイナスで有意

投資的経費 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー

在職年数→プラスで有意
在職年数の 2 乗項→マイナスで有意

消費的経費 / 県内総支出 在職年数，在職年数の 2 乗項，最終
任期ダミー，選挙年ダミー 在職年数の 2 乗項→マイナスで有意

（注）表は筆者作成
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　そのことを踏まえた上で，本研究では，新たに，
知事の在職年数が地方歳出に及ぼす影響につい
て，知事の属性の違いに着目した実証分析を行

う。これが，本稿の新規性である。加えて，
2000 年でデータを区切って分析を行っていくこ
とで，社会的背景の変化も考慮した分析を行う。

Ⅲ．実証分析

Ⅲ－１．仮説
　本節では，知事の在職年数と地方歳出の関係
性について，1975 年から 2017 年までの都道府
県パネルデータを用いた定量的な実証分析を行
う。その際，2000 年の前後を境にデータを区
分けして，地方歳出に変化が生じるか観察する。
検証する仮説は，以下のとおりである。

　仮説 1：�知事の在職年数が長いほど，地方歳
出は抑制傾向となる。

　仮説 2：�知事の在職年数が長いほど地方歳出
が抑制される傾向は，2000 年以後
に強くなる。

　仮説 1 と仮説 2 の背後にあると筆者が想定す
るメカニズムは，以下のとおりとなる。
　仮説 1 では，知事の在職年数が長くなるほど，
財政運営上のパフォーマンスが一般的に向上す
ることを想定する。仮に，知事の在職年数が長
くなることで，財政運営上の能力が徐々にでも
高まっていくのであれば，同じアウトプットを
得るために，より少ない歳出でその目的を達成
することが可能になると考えられる。このこと
は，地方自治体の効率性を高める方向に寄与す
るであろう。また，多選制約の制度が無いわが
国の首長選挙においては，同制度を有する欧米
の事例を中心とした既存研究の議論が，必ずし
もそのまま当てはまるとは限らないと考える。
　仮説 2 では，この仮説 1 で示したことが，
2000 年以後に顕著に観察されることを想定す
る。前節で述べたように，わが国では 2000 年
に地方分権一括法が施行されたことで，地方自

治体の多くの事務を占めることとなった自治事
務に対して首長の責任がより大きくなった。ま
た，2000 年以後には，地方における課税自主
権の強化，地方債の起債のあり方など，地方財
政制度にも大きな変更が加えられている。こう
したことが，首長の財政運営のあり方にも少な
くない影響を及ぼすものと考えられる。さらに，
2000 年の前後を境として，地方財政を取り巻
く環境も大きく変化している。2000 年に至る
までは国の内需拡大の方針もあって，地方歳出
は拡大傾向にあったが，2000 年以後には財政
規律がもたらされ，地方も財政健全化の傾向と
なった。これらを踏まえると，仮に知事の在職
年数の長さと地方歳出の抑制との間に関係性が
見出されるのであれば，それは 2000 年以後に
おいて，顕著に観察されることが予想される。
　以上，本稿の分析では仮説 2 を検討すること
が主な目的となってくるが，当該仮説が成立し
た場合において，さらに次の仮説を設定し，考
察を行う。

　仮説 3：�知事の在職年数の長さが地方歳出を
抑制する効果は，知事の出身属性に
より違いが生じる。

　仮説 4：�知事の在職年数の長さが地方歳出を
抑制する効果が存在する場合，出身
属性の違いが及ぼす影響は，2000
年以後に就任した知事に関して，特
に現れる。

　仮説 3 と仮説 4 の背後にあると筆者が想定す
るメカニズムは，以下のとおりとなる。
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　先の仮説 1 と仮説 2 では，知事の在職年数が
長くなった場合の地方歳出への影響は，首長の
タイプがどのようなものでも同じであるという
ことが，暗黙的に仮定されている。しかしなが
ら，これまで理論的に検討されてきた「政治家
のタイプの違い」によって，実際にはその効果
が異なってくるかもしれない。つまり，「政治
家のタイプの違い」が努力やパフォーマンスの
量にも差を生み出すのであれば，知事の在職年
数が地方歳出にもたらす影響に対して，異なる
効果を生み出している可能性が考えられる。こ
の点に関しては，これまで既存研究ではまった
く検討が行われていない。仮説 3 では，知事の
出身属性の違いに着目し，この点について考察
を行う。
　さらに，仮説 3 の検証で，地方歳出に対して
知事の在職年数の長さと出身属性の違いによっ
て，異なる効果を生み出していたとしても，そ
の効果が，就任時期（2000 年以後に就任した
知事であるかどうか）で異なる可能性も考えら
れる。特に，2000 年に地方分権一括法の施行
後に就任した知事において，歳出の抑制効果が
強く表れる可能性があるかもしれない。そのた
め，仮説 4 では，知事の就任時期の違いに着目
し，この点について考察を行う。

Ⅲ－２．データ
　本稿の実証分析では，1975 年から 2017 年ま
での都道府県データを用いる。
　被説明変数としては，歳出総額，消費的経費，
投資的経費，人件費，公債費，物件費，維持補
修費，扶助費，補助費等，普通建設事業費，災
害復旧事業費，失業対策費をそれぞれ用いる8）。
　本稿の実証分析では，別所（2010）と米岡
（2022a）の変数作成法を参考にしつつ，各被
説明変数を住民一人あたりで基準化する9）。さ
らに，43 年間分の長期データを用いることか
ら，物価水準の変動を考慮して，県内総支出デ
フレーターで実質化する。なお，小林・近藤
（2008）及び米岡（2022a）と同様に，各被説
明変数については説明変数に対する時間ラグを
考慮して，1 期後のものを用いる10）11）。
　説明変数には，知事の在職年数と出身属性に
関する変数（中央官僚出身知事ダミー，国会議
員出身知事ダミー，地方政治家出身知事ダミー，
生え抜き出身知事ダミー，その他出身知事ダ
ミー）をそれぞれ用いる12）。さらに，これら説
明変数の交差項を分析モデルに採用して検討を
行う。
　コントロール変数は，先行研究（小林・近藤，
2008； 砂 原，2011； 米 岡，2022a，2022b） の
変数投入法を参考にして，以下のとおり分析モ

８）各変数の定義としては，地方財政用語で定義されるものと同一となる。
９）先行研究では，住民数（加藤，2010；近藤，2011；曽我・待鳥，2007；別所，2010），名目県内総支出（小

林・近藤，2008；山下，2001），あるいは基準財政収入額（砂原，2006，2011）を用いて，地方歳出のデータ
を基準化している。

10）内閣府『県民経済計算』における正式系列の県内総支出デフレーターについては，1975 年から 2018 年ま
で入手可能である（2022 年 6 月 2 日時点）。1975 年より前の県内総支出デフレーターも公表されているもの
の，内閣府が 1968SNA 概念により遡及推計したものである。その位置付けは，あくまで参考系列であり，
各都道府県によって「県民経済計算標準方式」に基づき作成された 1975 年以後の正式系列の計数とは異なる
ものである。本稿の実証分析では，1975 年以後の県内総支出デフレーターを用いて各被説明変数を調整する
ことになるが，さらに説明変数に対する時間ラグを考慮して，1 期後のデータを用いていることから，1975
年から 2017 年までの 43 年間分のデータセットになっている。なお，『県民経済計算』の正式系列の定義につ
いては，以下の内閣府 HP における「過去係数の掲載について」を参照されたい。〈https://www.esri.cao.
go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/files_kenmin.html〉

11）福島県（1975～1979 年），埼玉県（1975～1976 年），岡山県（1975～1984 年），沖縄県（1975～1980 年）に
ついては，県内総支出デフレーターの公表データに欠損があったので，これらについては分析対象から除外
している。

12）ただし，知事の出身属性については，地方行財政調査会編『全国知事・市町村長ファイル』で入手可能なデー
タの制約があるため，Ⅱ期（2000～2017 年）についてのみ検討を行う。
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デルに採用する。知事の政治的動機から，最終
任期とそれ以外の任期の違いを識別するために
知事の最終任期ダミーを，地方の歳出・歳入に
関しては，地方議会の議決が必要であることを
考慮して都道府県議会における反対勢力議席率
を，各地方公共団体における労使関係の違いを
コントロールするために職員団体組織率を，財
政状況の違いをコントロールするために普通交
付税の不交付団体ダミーを，各地域の社会・経
済的要因をコントロールするために人口密度を
それぞれ用いる。さらに，年度ごとに生じた固
有のショックをコントロールするために各年度
ダミーを採用する。
　データの記述統計は，表 2 に示されている。
知事の在職年数の平均値を見てみると，Ⅰ期
（1975～1999 年）では 8.319 年，Ⅱ期（2000～
2017 年）ではそれよりも短い 7.407 年となって
いることがわかる。また，Ⅱ期（2000～2017 年）
においては，中央官僚出身知事ダミーの平均値
が 0.571，国会議員出身知事ダミーの平均値が
0.212 となっており，これらを合計すると，47
都道府県全体で 4 分の 3 以上の知事が中央官
僚，もしくは国会議員の出身属性を有している
ことになる。仮に，こうした出身属性の違いに
よって，財政運営のあり方に異なった傾向が見
出される場合には，地方財政全体に対しても少
なくない影響を及ぼすと考えられる。
　各仮説が成立する場合に予想する説明変数の
推定係数の符号は，以下のとおりとなる。仮説
1 が成立する場合，データの全体（1975～2017
年）を用いた分析において，知事の在職年数の
推定係数の符号は，有意に負となることが想定
される。仮説 2 が成立する場合，Ⅱ期（2000～
2017 年）のデータを用いた分析において，知
事の在職年数の推定係数の符号は，有意により
負（絶対値が大）となることが想定される。仮
説 3 が成立する場合，Ⅱ期（2000～2017 年）
のデータを用いた分析において，知事の出身属

性と在職年数の交差項の推定係数の符号及び有
意性に違いが生じることが想定される。仮説 4
が成立する場合，Ⅱ期（2000～2017 年）のデー
タについて，2000 年以後に知事に就任したか
否かで区分けした分析で，知事の出身属性と在
職年数の交差項の推定係数の符号及び有意性に
違いが生じることが想定される。
　推定にあたっては，分析に用いるデータがパ
ネル構造を持つことから，標準的なパネルデー
タ分析の手法を適用する。また，各変数間にお
ける多重共線性については，相関係数の値が普
通交付税の不交付団体ダミーと人口密度の間で
0.711 となり，この値が最大であることが確認
されたことから，概ね懸念すべきほどの水準に
は達していないと判断できる。

Ⅲ－３．推定結果
Ⅲ－３－１．基礎的分析
　推定結果は，表 3 から表 12 のとおりである。
表 3，表 4，表 5，表 9 は固定効果モデルで，
表 6，表 7，表 8，表 10 は変量効果モデルで，
それぞれ推定した結果を示している13）。
　各推定において，固定効果モデルと変量効果
モデルでは，概ね傾向に大きな違いは見受けら
れない。そのため，以下の分析結果の解釈を行
う際には，固定効果モデルを中心に検討を行っ
ていく。特に着目する変数は，知事の在職年数
に関する結果となる。
　データの全体（1975～2017 年）を用いた分析
結果は，表 3 に示されている。モデル 3-1（歳出
総額），モデル 3-2（消費的経費），モデル 3-3（投
資的経費）では，知事の在職年数の推定係数は
有意な結果を得ていない。モデル 3-8（扶助費）
では，知事の在職年数の推定係数の符号が 5％
水準で有意に負の値となっている。この分析で
は知事の在職年数が長いとしても，歳出総額の
抑制にまでつながっていないことがわかる。
　Ⅰ期（1975～1999 年）の分析結果は，表 4

13）固定効果モデルと変量効果モデルを併記した理由は，分析結果の頑健性を確認できるようにするためであ
る。ただし，紙面制約の都合から，表 11 と表 12 については，交差項の結果のみを表記した上で，固定効果
モデルと変量効果モデルの両方の結果を示している。
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表
２
　
デ
ー
タ
の
記
述
統
計

変
数

デ
ー

タ
の

全
体

（
19

75
～

20
17

年
）

Ⅰ
期

（
19

75
～

19
99

年
）

Ⅱ
期

（
20

00
～

20
17

年
）

出
所

標
本

数
平

均
標

準
偏

差
最

小
値

最
大

値
標

本
数

平
均

標
準

偏
差

最
小

値
最

大
値

標
本

数
平

均
標

準
偏

差
最

小
値

最
大

値
1

歳
出

総
額

（
千

円
）

2,0
02

39
7.3

89
12

9.7
41

12
4.5

05
1,1

22
.81

6
1,1

56
37

2.0
69

12
4.9

95
12

4.5
05

89
0.5

57
84

6
43

1.9
87

12
8.1

79
17

4.6
54

1,1
22

.81
6

①
②

2
投

資
的

経
費

（
千

円
）

2,0
02

11
2.3

09
58

.46
7

13
.47

0
39

7.9
30

1,1
56

12
9.8

02
60

.13
2

21
.88

9
39

7.9
30

84
6

88
.40

6
46

.49
7

13
.47

0
32

8.7
69

①
②

3
消

費
的

経
費

（
千

円
）

2,0
02

28
5.0

80
95

.43
3

98
.95

6
99

8.3
00

1,1
56

24
2.2

68
70

.94
3

98
.95

6
50

4.5
71

84
6

34
3.5

80
93

.56
1

15
2.5

26
99

8.3
00

①
②

4
人

件
費

（
千

円
）

2,0
02

11
7.4

72
21

.61
0

53
.98

9
17

6.0
41

1,1
56

11
5.2

73
22

.09
9

62
.18

9
17

6.0
41

84
6

12
0.4

77
20

.55
9

53
.98

9
17

2.3
52

①
②

5
公

債
費

（
千

円
）

2,0
02

45
.88

0
26

.66
4

4.2
33

20
9.7

12
1,1

56
31

.97
6

18
.25

0
4.2

33
12

1.3
43

84
6

64
.87

8
24

.54
6

15
.65

6
20

9.7
12

①
②

6
物

件
費

（
千

円
）

2,0
02

13
.01

9
5.8

52
4.4

21
93

.83
7

1,1
56

11
.52

1
4.1

30
4.4

21
29

.96
7

84
6

15
.06

5
7.1

08
5.3

10
93

.83
7

①
②

7
維

持
補

修
費

（
千

円
）

2,0
02

3.2
01

2.0
46

0.1
65

15
.11

1
1,1

56
2.7

35
1.3

58
0.1

65
8.8

48
84

6
3.8

39
2.5

86
0.1

72
15

.11
1

①
②

8
扶

助
費

（
千

円
）

2,0
02

10
.27

6
4.7

51
2.6

13
30

.49
3

1,1
56

11
.14

1
5.1

03
2.6

13
30

.49
3

84
6

9.0
94

3.9
30

3.1
11

23
.27

2
①

②
9

補
助

費
等

（
千

円
）

2,0
02

51
.27

4
33

.90
5

10
.68

1
30

0.9
42

1,1
56

29
.94

6
15

.60
1

10
.68

1
16

5.1
74

84
6

80
.41

6
30

.28
0

35
.94

3
30

0.9
42

①
②

10
普

通
建

設
事

業
費

（
千

円
）

2,0
02

10
6.6

05
55

.46
7

13
.46

2
39

0.2
43

1,1
56

12
3.2

18
57

.83
1

21
.21

8
39

0.2
43

84
6

83
.90

4
42

.66
8

13
.46

2
32

3.5
11

①
②

11
災

害
復

旧
事

業
費

（
千

円
）

2,0
02

5.4
98

9.0
05

0.0
02

15
3.9

36
1,1

56
6.2

30
6.5

60
0.0

02
78

.27
9

84
6

4.4
97

11
.46

5
0.0

02
15

3.9
36

①
②

12
失

業
対

策
事

業
費

（
千

円
）

2,0
02

0.2
07

0.5
56

0.0
00

5.9
24

1,1
56

0.3
54

0.6
93

0.0
00

5.9
24

84
6

0.0
05

0.0
80

0.0
00

2.0
63

①
②

13
知

事
の

在
職

年
数

（
年

）
2,0

02
7.9

34
5.4

09
1.0

00
31

.00
0

1,1
56

8.3
19

5.7
13

1.0
00

31
.00

0
84

6
7.4

07
4.9

17
1.0

00
24

.00
0

③

14
知

事
の

最
終

任
期

ダ
ミ

ー
（

最
終

任
期

＝
1，

そ
れ

以
外

＝
0）

2,0
02

0.2
78

0.4
48

0.0
00

1.0
00

1,1
56

0.2
64

0.4
41

0.0
00

1.0
00

84
6

0.2
98

0.4
58

0.0
00

1.0
00

③

15
中

央
官

僚
出

身
知

事
ダ

ミ
ー

（
あ

り
＝

1，
な

し
＝

0）
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
84

6
0.5

71
0.4

95
0.0

00
1.0

00
③

16
国

会
議

員
出

身
知

事
ダ

ミ
ー

（
あ

り
＝

1，
な

し
＝

0）
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
84

6
0.2

12
0.4

09
0.0

00
1.0

00
③

17
地

方
政

治
家

出
身

知
事

ダ
ミ

ー
（

あ
り

＝
1，

な
し

＝
0）

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

84
6

0.1
56

0.3
63

0.0
00

1.0
00

③

18
生

え
抜

き
出

身
知

事
ダ

ミ
ー

（
あ

り
＝

1，
な

し
＝

0）
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
84

6
0.0

52
0.2

22
0.0

00
1.0

00
③

19
そ

の
他

出
身

知
事

ダ
ミ

ー
（

あ
り

＝
1，

な
し

＝
0）

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

84
6

0.1
19

0.3
24

0.0
00

1.0
00

③

20
都

道
府

県
議

会
に

お
け

る
反

対
勢

力
議

席
率

（
％

）
2,0

02
48

.72
7

30
.13

9
0.0

00
10

0.0
00

1,1
56

38
.92

3
25

.04
7

0.0
00

10
0.0

00
84

6
62

.12
4

31
.34

3
0.0

00
10

0.0
00

④

21
職

員
団

体
組

織
率

（
％

）
2,0

02
62

.53
5

18
.51

0
0.0

00
88

.10
0

1,1
56

67
.81

0
15

.08
5

12
.30

0
88

.10
0

84
6

55
.32

7
20

.25
5

0.0
00

85
.40

0
⑤

22
不

交
付

団
体

ダ
ミ

ー
（

あ
り

＝
1，

な
し

＝
0）

2,0
02

0.0
40

0.1
97

0.0
00

1.0
00

1,1
56

0.0
52

0.2
22

0.0
00

1.0
00

84
6

0.0
25

0.1
56

0.0
00

1.0
00

①

23
人

口
密

度
（

千
人

/k
m

2 ）
2,0

02
0.6

30
1.1

04
0.0

68
6.2

55
1,1

56
0.6

15
1.0

70
0.0

68
5.6

23
84

6
0.6

51
1.1

50
0.0

68
6.2

55
⑥

（
注

）　
デ

ー
タ

の
出

所
に

つ
い

て
，

①
か

ら
⑥

の
資

料
名

は
以

下
の

と
お

り
と

な
る

。
（

出
所

）　
�①

総
務

省
『

都
道

府
県

決
算

状
況

調
』，

②
内

閣
府

『
県

民
経

済
計

算
』，

③
地

方
行

財
政

調
査

会
編

『
全

国
知

事
・

市
町

村
長

フ
ァ

イ
ル

』，
④

総
務

省
『

日
本

統
計

年
鑑

』，
⑤

総
務

省
『

職
員

団
体

等
に

関
す

る
調

』，
⑥

総
務

省
『

統
計

で
み

る
都

道
府

県
の

す
が

た
』
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に示されている。モデル 4-11（災害復旧事業
費）では，知事の在職年数の推定係数の符号が
5％水準で有意に負の値となっている。また，
モデル 4-12（失業対策費）では，知事の在職年
数の推定係数の符号が 1％水準で有意に正の値
となっている。Ⅰ期（1975～1999 年）では，
知事の在職年数が長いほど，投資的経費の中で
も災害復旧事業費に対して負の影響を及ぼし，
逆に，失業対策費には正の影響を及ぼしている。
　Ⅱ期（2000～2017 年）の分析結果は，表 5
に示されている。モデル 5-1（歳出総額）とモ
デル 5-2（消費的経費）では，知事の在職年数
の推定係数の符号は 1％水準で有意に負の値と
なる結果を得ているものの，モデル 5-3（投資
的経費）では有意な結果を得ていない。Ⅱ期
（2000～2017 年）では，知事の在職年数が長
いほど，歳出総額が小さくなり，その中でも消
費的経費が抑制されており，表 3 と表 4 におけ
る結果よりも，より負（絶対値が大）となって
いることがわかる。モデル 5-4（人件費），モデ
ル 5-9（補助費等）では，知事の在職年数の推
定係数の符号は 1％水準でそれぞれ有意に負の
値となっており，モデル 5-6（物件費）では 5％
水準で有意に負の値となっている。消費的経費
の中でも，特に人件費，物件費，補助費等の抑
制に対して，知事の在職年数の長さが影響を及
ぼしていることが確認できる。
　以上の分析結果をまとめると，データの全体
（1975～2017 年）を用いた分析では，知事の
在職年数が長いほど，地方歳出が抑制傾向とな
るとまでは必ずしもいえないものの，2000 年
以後においては，知事の在職年数が長いほど，
地方歳出の抑制傾向がより強くなっていること
がわかる。このことから，仮説 2 が支持され，
仮説 1 は支持されない。
　ここまでの分析で，特に 2000 年以後におい
て，知事の在職年数が長いほど，地方歳出に影
響を及ぼすことが確認されたが，この分析では
「政治家のタイプの違い」を適切に考慮できて
いるわけではない。以下では，知事の在職年数
の長さが地方歳出に影響を与えていたⅡ期

（2000～2017 年）に注目し，知事の属性の違
いを考慮した上で，どのような効果が生じるの
か，さらに考察を加えていく。

Ⅲ－３－２．知事の属性を考慮した分析
　分析結果は，表 9 に示されている。表 5 との
大きな違いは，知事の出身属性に関する変数群
を説明変数として採用し，それらの変数と知事
の在職年数との交差効果について検討を行って
いる点にある。
　モデル 9-1（歳出総額）では，知事の在職年
数と中央官僚出身知事ダミーとの交差項の推定
係数の符号は負の値となっているものの，10％
水準にとどまり，5％水準では有意となってい
ない。知事の在職年数と国会議員出身知事ダ
ミーとの交差項の推定係数の符号は 1％水準で
有意に負の値となっている。モデル 9-2（消費
的経費）では，知事の在職年数と中央官僚出身
知事ダミーとの交差項の推定係数の符号は 5％
水準で有意に負の値となっている。知事の在職
年数と国会議員出身知事ダミーとの交差項の推
定係数の符号は 1％水準で有意に負となってい
る。モデル 9-3（投資的経費）では，知事の在
職年数と地方政治家出身知事ダミーとの交差項
の推定係数の符号は 5％水準で有意に正となっ
ている。知事の在職年数と生え抜き出身知事ダ
ミーとの交差項の推定係数の符号は 5％水準で
有意に負の値となっている。
　これらの結果から，知事の在職年数が地方歳
出にもたらす効果は，知事の出身属性の違いに
よって異なることがわかる。特に，歳出総額と
消費的経費においては，中央官僚出身知事と国
会議員出身知事の場合で，在職年数が長いほど，
抑制傾向にあることになる。
　ここで，消費的経費の中身について，モデル
9-4 からモデル 9-9 を検討する。モデル 9-4（人
件費）では，知事の在職年数と中央官僚出身知
事ダミーとの交差項の推定係数の符号は 1％水
準で有意に負の値となっている。知事の在職年
数と国会議員出身知事ダミーとの交差項の推定
係数の符号は 5％水準で有意に負の値となって
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表
３
　
推
定
結
果
（
固
定
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

デ
ー

タ
の

全
体

（
19

75
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普通
建設

事業
費

災害
復旧

事業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

3-
1

モ
デ

ル
3-

2
モ

デ
ル

3-
3

モ
デ

ル
3-

4
モ

デ
ル

3-
5

モ
デ

ル
3-

6
モ

デ
ル

3-
7

モ
デ

ル
3-

8
モ

デ
ル

3-
9

モ
デ

ル
3-

10
モ

デ
ル

3-
11

モ
デ

ル
3-

12

知
事

の
在

職
年

数
　

－
0.1

50
　

－
0.2

52
　

0.1
02

 －
0.0

34
　

 0
.06

3
 －

0.0
23

　
0.0

04
－

0.0
16

＊
＊

 －
0.0

78
　

 0
.07

1
　

0.0
28

　
0.0

03
　

 （
0.2

39
）

　
 （

0.1
83

）
（

0.1
05

）
　（

0.0
27

）
　（

0.0
48

）
　（

0.0
18

）
（

0.0
05

）
（

0.0
08

）
　（

0.0
60

）
　（

0.0
92

）
（

0.0
41

）
（

0.0
02

）

知
事

の
最

終
任

期
ダ

ミ
ー

　
－

0.1
48

　
　

2.8
23

－
2.9

71
＊

＊
　

 0
.20

0
 －

1.3
57

＊
＊

　
 0

.25
5

－
0.0

81
　

0.1
43

＊
　

 1
.29

4＊
 －

2.4
67

＊
＊

－
0.5

30
　

0.0
26

　
 （

2.7
01

）
　

 （
2.0

72
）

（
1.1

93
）

　（
0.3

04
）

　（
0.5

46
）

　（
0.2

03
）

（
0.0

61
）

（
0.0

86
）

　（
0.6

76
）

　（
1.0

45
）

（
0.4

63
）

（
0.0

21
）

都
道

府
県

議
会

に
お

け
る

反
対

勢
力

議
席

率
　

　
0.0

26
　

　
0.0

37
－

0.0
12

　
 0

.00
5

 －
0.0

04
　

 0
.00

0
－

0.0
05

＊
＊

＊
　

0.0
01

　
 0

.00
9

 －
0.0

15
　

0.0
02

　
0.0

02
＊

＊
＊

　
 （

0.0
45

）
　

 （
0.0

35
）

（
0.0

20
）

　（
0.0

05
）

　（
0.0

09
）

　（
0.0

03
）

（
0.0

01
）

（
0.0

01
）

　（
0.0

11
）

　（
0.0

17
）

（
0.0

08
）

（
0.0

00
）

職
員

団
体

組
織

率
　

　
0.1

58
　

－
0.1

55
　

0.3
14

＊
＊

＊
 －

0.0
05

　
 0

.01
8

 －
0.0

46
＊

＊
＊

－
0.0

26
＊

＊
＊

－
0.0

02
 －

0.1
59

＊
＊

＊
　

 0
.24

0＊
＊

＊
　

0.0
71

＊
＊

＊
　

0.0
02

＊
＊

　
 （

0.1
45

）
　

 （
0.1

11
）

（
0.0

64
）

　（
0.0

16
）

　（
0.0

29
）

　（
0.0

11
）

（
0.0

03
）

（
0.0

05
）

　（
0.0

36
）

　（
0.0

56
）

（
0.0

25
）

（
0.0

01
）

不
交

付
団

体
ダ

ミ
ー

　
 1

6.3
33

＊
　

 1
3.7

26
＊

　
2.6

07
　

 1
.52

9
　

 3
.15

5＊
　

 2
.15

1＊
＊

＊
　

0.5
34

＊
＊

－
0.6

12
＊

＊
　

 8
.44

2＊
＊

＊
　

 3
.89

4
－

1.1
52

－
0.1

35
＊

　
 （

9.2
08

）
　

 （
7.0

63
）

（
4.0

67
）

　（
1.0

35
）

　（
1.8

61
）

　（
0.6

92
）

（
0.2

09
）

（
0.2

94
）

　（
2.3

04
）

　（
3.5

63
）

（
1.5

77
）

（
0.0

72
）

人
口

密
度

－
12

3.7
90

＊
＊

＊
－

14
2.7

57
＊

＊
＊

 1
8.9

68
＊

＊
＊

－
21

.18
3＊

＊
＊

－
55

.03
0＊

＊
＊

－
10

.90
1＊

＊
＊

－
3.4

38
＊

＊
＊

　
5.9

70
＊

＊
＊

－
12

.63
0＊

＊
＊

　
12

.48
5＊

＊
　

6.1
42

＊
＊

　
0.3

41
＊

＊
＊

　（
15

.18
9）

　（
11

.65
0）

（
6.7

08
）

　（
1.7

08
）

　（
3.0

70
）

　（
1.1

42
）

（
0.3

44
）

（
0.4

86
）

　（
3.8

01
）

　（
5.8

78
）

（
2.6

01
）

（
0.1

19
）

定
数

項
　

30
4.7

29
＊

＊
＊

　
25

5.8
65

＊
＊

＊
 4

8.8
64

＊
＊

＊
 1

10
.46

1＊
＊

＊
　

38
.76

0＊
＊

＊
　

17
.35

1＊
＊

＊
　

5.6
37

＊
＊

＊
　

7.4
51

＊
＊

＊
　

33
.43

4＊
＊

＊
　

46
.61

2＊
＊

＊
　

2.0
10

　
0.2

42
＊

　（
16

.40
8）

　（
12

.58
5）

（
7.2

47
）

　（
1.8

45
）

　（
3.3

17
）

　（
1.2

34
）

（
0.3

72
）

（
0.5

25
）

　（
4.1

06
）

　（
6.3

50
）

（
2.8

10
）

（
0.1

28
）

sig
m

a_
u

　
13

8.8
69

　
15

4.6
98

 5
8.5

36
　

24
.56

6
　

56
.00

4
　

11
.67

0
　

3.9
26

　
8.8

91
　

22
.05

4
　

50
.58

4
　

9.2
96

　
0.4

92
sig

m
a_

e
　

 4
5.2

23
　

 3
4.6

87
 1

9.9
73

　
 5

.08
6

　
 9

.14
2

　
 3

.40
1

　
1.0

25
　

1.4
46

　
11

.31
7

　
17

.50
1

　
7.7

45
　

0.3
53

rh
o

　
　

0.9
04

　
　

0.9
52

　
0.8

96
　

 0
.95

9
　

 0
.97

4
　

 0
.92

2
　

0.9
36

　
0.9

74
　

 0
.79

2
　

 0
.89

3
　

0.5
90

　
0.6

59
R-

sq
: w

ith
in

　
　

0.6
73

　
　

0.7
82

　
0.7

16
　

 0
.71

9
　

 0
.82

8
　

 0
.40

0
　

0.3
98

　
0.4

99
　

 0
.87

2
　

 0
.77

0
　

0.0
85

　
0.3

72
   

   
  b

et
w

ee
n

　
　

0.1
29

　
　

0.0
47

　
0.2

29
　

 0
.12

6
　

 0
.18

0
　

 0
.02

5
　

0.0
03

　
0.0

88
　

 0
.13

9
　

 0
.20

7
　

0.2
20

　
0.0

01
   

   
  o

ve
ra

ll
　

　
0.2

19
　

　
0.1

50
　

0.0
57

　
 0

.17
8

　
 0

.21
6

　
 0

.04
5

　
0.0

16
　

0.0
41

　
 0

.51
8

　
 0

.14
2

　
0.0

16
　

0.0
91

標
本

数
　

　
2,0

02
2,0

02
　

2,0
02

　
 2

,00
2

　
 2

,00
2

　
 2

,00
2

　
2,0

02
　

2,0
02

　
 2

,00
2

　
 2

,00
2
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2,0
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表
４
　
推
定
結
果
（
固
定
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

Ⅰ
期

（
19

75
～

19
99

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普通
建設

事業
費

災害
復旧

事業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

4-
1

モ
デ

ル
4-

2
モ

デ
ル

4-
3

モ
デ

ル
4-

4
モ

デ
ル

4-
5

モ
デ

ル
4-

6
モ

デ
ル

4-
7

モ
デ

ル
4-

8
モ

デ
ル

4-
9

モ
デ

ル
4-

10
モ

デ
ル

4-
11

モ
デ

ル
4-

12

知
事

の
在

職
年

数
　

　
0.2

41
　

　
0.1

35
　

　
0.1

06
　

0.0
21

　
 0

.05
6

　
0.0

06
　

0.0
02

－
0.0

13
　

 0
.00

0
　

　
0.1

67
－

0.0
67

＊
＊

　
0.0

06
＊

＊
＊

　
 （

0.1
72

）
　

 （
0.1

02
）

　
 （

0.1
05

）
（

0.0
27

）
　（

0.0
43

）
（

0.0
10

）
（

0.0
04

）
（

0.0
08

）
　（

0.0
28

）
　

 （
0.1

02
）

（
0.0

34
）

（
0.0

02
）

知
事

の
最

終
任

期
ダ

ミ
ー

　
－

2.9
02

　
－

1.0
74

　
－

1.8
29

－
0.1

96
 －

1.2
88

＊
＊

　
0.0

15
－

0.0
37

　
0.1

58
 －

0.3
23

　
－

2.7
14

＊
＊

　
0.8

74
＊

＊
　

0.0
11

　
 （

2.0
45

）
　

 （
1.2

16
）

　
 （

1.2
45

）
（

0.3
19

）
　（

0.5
10

）
（

0.1
14

）
（

0.0
44

）
（

0.1
01

）
　（

0.3
32

）
　

 （
1.2

12
）

（
0.3

99
）

（
0.0

25
）

都
道

府
県

議
会

に
お

け
る

反
対

勢
力

議
席

率
　

－
0.0

47
　

　
0.0

02
　

－
0.0

49
＊

＊
－

0.0
02

　
 0

.00
7

　
0.0

03
　

0.0
00

　
0.0

00
 －

0.0
08

　
－

0.0
40

＊
－

0.0
10

　
0.0

01
＊

＊

　
 （

0.0
37

）
　

 （
0.0

22
）

　
 （

0.0
23

）
（

0.0
06

）
　（

0.0
09

）
（

0.0
02

）
（

0.0
01

）
（

0.0
02

）
　（

0.0
06

）
　

 （
0.0

22
）

（
0.0

07
）

（
0.0

00
）

職
員

団
体

組
織

率
　

　
0.8

54
＊

＊
＊

　
　

0.2
09

＊
　

　
0.6

45
＊

＊
＊

　
0.0

08
　

 0
.19

8＊
＊

＊
　

0.0
09

　
0.0

18
＊

＊
＊

－
0.0

24
＊

＊
＊

 －
0.0

10
　

　
0.6

41
＊

＊
＊

　
0.0

06
－

0.0
02

　
 （

0.1
82

）
　

 （
0.1

08
）

　
 （

0.1
11

）
（

0.0
28

）
　（

0.0
45

）
（

0.0
10

）
（

0.0
04

）
（

0.0
09

）
　（

0.0
30

）
　

 （
0.1

08
）

（
0.0

36
）

（
0.0

02
）

不
交

付
団

体
ダ

ミ
ー

　
 2

3.0
99

＊
＊

＊
　

　
9.4

39
＊

＊
＊

　
 1

3.6
59

＊
＊

＊
　

1.2
10

　
 2

.55
7＊

　
1.4

63
＊

＊
＊

　
0.3

21
＊

＊
＊

－
0.5

26
＊

　
 3

.00
7＊

＊
＊

　
 1

4.9
66

＊
＊

＊
－

1.2
54

－
0.0

53
　

 （
5.7

94
）

　
 （

3.4
44

）
　

 （
3.5

28
）

（
0.9

04
）

　（
1.4

44
）

（
0.3

24
）

（
0.1

23
）

（
0.2

86
）

　（
0.9

41
）

　
 （

3.4
33

）
（

1.1
30

）
（

0.0
70

）

人
口

密
度

－
24

3.5
73

＊
＊

＊
－

11
9.2

28
＊

＊
＊

－
12

4.3
45

＊
＊

＊
－

5.5
08

＊
＊

－
51

.65
1＊

＊
＊

－
7.1

52
＊

＊
＊

－
1.5

93
＊

＊
＊

　
4.8
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＊

＊
＊

－
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.45
8＊

＊
＊

－
13

2.8
30

＊
＊

＊
　

7.8
14

＊
＊

　
0.6

72
＊

＊
＊

　（
16

.35
4）

　
 （

9.7
22

）
　

 （
9.9

58
）

（
2.5

52
）

　（
4.0

75
）

（
0.9

13
）

（
0.3

48
）

（
0.8

07
）

　（
2.6

57
）

　
 （

9.6
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）
（

3.1
90

）
（

0.1
97

）

定
数

項
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5.1
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＊
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＊

　
21

6.7
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＊
＊

＊
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＊

＊
＊
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0.6
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＊

＊
＊

　
24

.58
0＊

＊
＊

 1
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＊

＊
＊
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＊

＊
＊
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＊

＊
＊
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.56
0＊

＊
＊

　
10
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＊
＊

＊
　

6.2
57

＊
　

0.3
30

　（
17

.95
1）

　（
10

.67
2）

　（
10

.93
1）

（
2.8

01
）

　（
4.4

73
）

（
1.0

03
）

（
0.3

82
）

（
0.8

86
）

　（
2.9

17
）

　（
10

.63
7）

（
3.5

02
）

（
0.2

16
）

sig
m

a_
u

　
24

5.1
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13

0.5
41

　
11

5.6
77

 1
9.0
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52
.70

3
　

8.0
92

　
2.0

89
　

8.2
82
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.24
3

　
12

5.0
29

 1
0.9

65
　

0.9
23
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m

a_
e

　
 2

4.6
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 1

4.6
35

　
 1

4.9
90

　
3.8

41
　

 6
.13

5
　

1.3
75

　
0.5

24
　

1.2
15

　
 4

.00
0

　
 1

4.5
87

　
4.8

02
　

0.2
96

rh
o

　
　

0.9
90

　
　

0.9
88

　
　

0.9
83

　
0.9

61
　

 0
.98

7
　

0.9
72

　
0.9

41
　

0.9
79

　
 0

.98
0

　
　

0.9
87

　
0.8

39
　

0.9
06

R-
sq

: w
ith

in
　

　
0.8

99
　

　
0.9

10
　

　
0.7

93
　

0.8
62

　
 0

.82
8

　
0.7

38
　

0.5
17

　
0.2

16
　

 0
.89

1
　

　
0.8

19
　

0.1
45

　
0.4

53
   

   
  b

et
w

ee
n

　
　

0.1
21

　
　

0.0
23

　
　

0.2
73

　
0.0

87
　

 0
.13

3
　

0.0
01

　
0.0

00
　

0.1
05

　
 0

.25
6

　
　

0.2
66

　
0.2

53
　

0.0
00

   
   

  o
ve

ra
ll

　
　

0.1
75

　
　

0.1
00

　
　

0.2
83

　
0.2

44
　

 0
.14

6
　

0.0
29

　
0.0

11
　

0.0
90

　
 0

.00
1

　
　

0.2
72

　
0.0

63
　

0.0
17

標
本

数
　

　
1,1
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1,1

56
　

　
1,1

56
　

1,1
56

　
 1

,15
6

　
1,1
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1,1
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 1
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6
　

　
1,1
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表
５
　
推
定
結
果
（
固
定
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

Ⅱ
期

（
20

00
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普
通

建
設

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

5-
1

モ
デ

ル
5-

2
モ

デ
ル

5-
3

モ
デ

ル
5-

4
モ

デ
ル

5-
5

モ
デ

ル
5-

6
モ

デ
ル

5-
7

モ
デ

ル
5-

8
モ

デ
ル

5-
9

モ
デ

ル
5-

10
モ

デ
ル

5-
11

モ
デ

ル
5-

12

知
事

の
在

職
年

数
 －

1.8
69

＊
＊

＊
　

－
1.6

68
＊

＊
＊

－
0.2

01
 －

0.1
59

＊
＊

＊
　

 0
.11

0
－

0.0
98

＊
＊

－
0.0

04
－

0.0
16

 －
0.5

30
＊

＊
＊

 －
0.1

82
－

0.0
19

　
0.0

00
　（

0.5
33

）
　

 （
0.4

20
）

（
0.1

91
）

　（
0.0

44
）

　（
0.0

89
）

（
0.0

43
）

（
0.0

10
）

（
0.0

11
）

　（
0.1

35
）

　（
0.1

44
）

（
0.0

89
）

（
0.0

01
）

知
事

の
最

終
任

期
ダ

ミ
ー

　
10

.72
5＊

＊
　

 1
0.9

59
＊

＊
＊

－
0.2

34
　

 0
.26

6
 －

2.2
00

＊
＊

　
0.5

68
－

0.0
56

　
0.1

16
　

 6
.32

9＊
＊

＊
　

 0
.00

3
－

0.2
26

－
0.0

11
　（

5.2
68

）
　

 （
4.1

47
）

（
1.8

88
）

　（
0.4

38
）

　（
0.8

78
）

（
0.4

27
）

（
0.0

95
）

（
0.1

05
）

　（
1.3

34
）

　（
1.4

21
）

（
0.8

80
）

（
0.0

07
）

都
道

府
県

議
会

に
お

け
る

反
対

勢
力

議
席

率
　

 0
.05

2
　

　
0.0

64
－

0.0
11

　
 0

.01
4＊

＊
　

 0
.00

9
－

0.0
08

－
0.0

06
＊

＊
＊

　
0.0

01
　

 0
.01

7
 －

0.0
01

－
0.0

10
　

0.0
00

　（
0.0

83
）

　
 （

0.0
65

）
（

0.0
30

）
　（

0.0
07

）
　（

0.0
14

）
（

0.0
07

）
（

0.0
01

）
（

0.0
02

）
　（

0.0
21

）
　（

0.0
22

）
（

0.0
14

）
（

0.0
00

）

職
員

団
体

組
織

率
　

 0
.40

5
　

　
0.1

23
　

0.2
82

＊
＊

　
 0

.07
2＊

＊
＊

　
 0

.04
1

－
0.0

14
－

0.0
32

＊
＊

＊
－

0.0
23

＊
＊

＊
 －

0.0
98

　
 0

.11
8

　
0.1

65
＊

＊
＊

－
0.0

01
＊

　（
0.3

34
）

　
 （

0.2
63

）
（

0.1
20

）
　（

0.0
28

）
　（

0.0
56

）
（

0.0
27

）
（

0.0
06

）
（

0.0
07

）
　（

0.0
85

）
　（

0.0
90

）
（

0.0
56

）
（

0.0
00

）

不
交

付
団

体
ダ

ミ
ー

　
42

.88
6

　
 2

6.0
26

 1
6.8

59
　

 5
.02

6＊
 －

0.4
62

　
1.8

91
　

0.3
99

　
1.0

95
　

 7
.70

9
　

13
.83

3
　

3.0
19

　
0.0

07
（

34
.80

4）
　（

27
.39

7）
（

12
.47

1）
　（

2.8
96

）
　（

5.8
04

）
（

2.8
21

）
（

0.6
29

）
（

0.6
96

）
　（

8.8
16

）
　（

9.3
88

）
（

5.8
16

）
（

0.0
47

）

人
口

密
度

－
24

.57
9

－
12

6.9
52

＊
＊

＊
10

2.3
73

＊
＊

＊
－

23
.39

5＊
＊

＊
－

32
.03

6＊
＊

＊
－

4.3
29

－
1.2

06
－

0.6
70

－
43

.69
4＊

＊
＊

 1
08

.55
1＊

＊
＊

－
6.1

80
　

0.0
01

（
53

.32
9）

　（
41

.97
9）

（
19

.10
9）

　（
4.4

38
）

　（
8.8

93
）

（
4.3

22
）

（
0.9

64
）

（
1.0

66
）

（
13

.50
8）

（
14

.38
5）

（
8.9

11
）

（
0.0

72
）

定
数

項
 4

51
.67

7＊
＊

＊
　

44
9.2

22
＊

＊
＊

　
2.4

55
 1

30
.10

2＊
＊

＊
　

84
.46

1＊
＊

＊
 2

0.7
93

＊
＊

＊
　

7.3
02

＊
＊

＊
 1

1.2
08

＊
＊

＊
 1

39
.95

5＊
＊

＊
 －

0.4
62

　
2.8

71
　

0.0
46

（
42

.02
6）

　（
33

.08
2）

（
15

.05
9）

　（
3.4

97
）

　（
7.0

08
）

（
3.4

06
）

（
0.7

59
）

（
0.8

40
）

（
10

.64
5）

（
11

.33
6）

（
7.0

22
）

（
0.0

57
）

sig
m

a_
u

 1
07

.57
5

　
14

3.5
49

14
3.0

56
　

25
.27

7
　

33
.72

1
　

6.2
30

　
2.5

30
　

3.5
06

　
58

.38
9

 1
48

.57
3

 1
0.3

32
　

0.0
41

sig
m

a_
e

　
54

.16
0

　
 4

2.6
34

 1
9.4

07
　

 4
.50

7
　

 9
.03

1
　

4.3
89

　
0.9

79
　

1.0
83

　
13

.71
9

　
14

.60
9

　
9.0

50
　

0.0
74

　
rh

o
　

 0
.79

8
　

　
0.9

19
　

0.9
82

　
 0

.96
9

　
 0

.93
3

　
0.6

68
　

0.8
70

　
0.9

13
　

 0
.94

8
　

 0
.99

0
　

0.5
66

　
0.2

36
R-

sq
: w

ith
in

　
 0

.17
5

　
　

0.3
58

　
0.4

25
　

 0
.35

4
　

 0
.21

0
　

0.1
17

　
0.2

91
　

0.5
73

　
 0

.66
1

　
 0

.58
5

　
0.0

78
　

0.0
29

   
   

  b
et

w
ee

n
　

 0
.17

1
　

　
0.0

80
　

0.2
45

　
 0

.20
6

　
 0

.21
6

　
0.0

77
　

0.0
19

　
0.0

78
　

 0
.09

2
　

 0
.23

9
　

0.0
19

　
0.0

11
   

   
  o

ve
ra

ll
　

 0
.16

0
　

　
0.0

90
　

0.1
37

　
 0

.20
6

　
 0

.19
8

　
0.0

74
　

0.0
44

　
0.1

53
　

 0
.00

1
　

 0
.13

4
　

0.0
21

　
0.0

03
標

本
数

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

84
6

（
注

）　
カ

ッ
コ

内
の

数
値

は
，

標
準

誤
差

を
表

す
。

　
　

　
表

に
お

い
て

，
＊
は

10
％

水
準

，
＊

＊
は

5％
水

準
，

＊
＊

＊
は

1％
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。
　

　
　

各
年

度
ダ

ミ
ー

の
結

果
に

つ
い

て
は

，
表

記
を

省
略

し
て

い
る

。
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表
６
　
推
定
結
果
（
変
量
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

デ
ー

タ
の

全
体

（
19

75
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普
通

建
設

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

6-
1

モ
デ

ル
6-

2
モ

デ
ル

6-
3

モ
デ

ル
6-

4
モ

デ
ル

6-
5

モ
デ

ル
6-

6
モ

デ
ル

6-
7

モ
デ

ル
6-

8
モ

デ
ル

6-
9

モ
デ

ル
6-

10
モ

デ
ル

6-
11

モ
デ

ル
6-

12

知
事

の
在

職
年

数
 －

0.1
43

 －
0.2

36
　

0.0
94

 －
0.0

34
　

 0
.07

1
－

0.0
21

　
0.0

04
－

0.0
17

＊
＊

－
0.0

78
　

0.0
65

　
0.0

25
　

0.0
03

　（
0.2

40
）

　（
0.1

87
）

（
0.1

06
）

　（
0.0

27
）

　（
0.0

50
）

（
0.0

18
）

（
0.0

05
）

（
0.0

08
）

（
0.0

60
）

（
0.0

93
）

（
0.0

40
）

（
0.0

02
）

知
事

の
最

終
任

期
ダ

ミ
ー

 －
0.5

61
　

 2
.05

7
－

2.7
10

＊
＊

　
 0

.16
1

 －
1.6

67
＊

＊
＊

　
0.1

87
－

0.1
01

　
0.1

75
＊

＊
　

1.2
05

＊
－

2.2
65

＊
＊

－
0.4

50
　

0.0
29

　（
2.7

11
）

　（
2.1

13
）

（
1.1

97
）

　（
0.3

05
）

　（
0.5

69
）

（
0.2

06
）

（
0.0

62
）

（
0.0

88
）

（
0.6

81
）

（
1.0

48
）

（
0.4

60
）

（
0.0

21
）

都
道

府
県

議
会

に
お

け
る

反
対

勢
力

議
席

率
　

 0
.03

5
　

 0
.05

2
－

0.0
14

　
 0

.00
6

　
 0

.00
1

　
0.0

02
－

0.0
04

＊
＊

＊
　

0.0
00

　
0.0

12
－

0.0
17

　
0.0

03
　

0.0
02

＊
＊

＊

　（
0.0

45
）

　（
0.0

35
）

（
0.0

20
）

　（
0.0

05
）

　（
0.0

09
）

（
0.0

03
）

（
0.0

01
）

（
0.0

01
）

（
0.0

11
）

（
0.0

17
）

（
0.0

08
）

（
0.0

00
）

職
員

団
体

組
織

率
　

 0
.25

0＊
 －

0.0
03

　
0.2

78
＊

＊
＊

　
 0

.00
4

　
 0

.07
3＊

＊
－

0.0
30

＊
＊

＊
－

0.0
21

＊
＊

＊
－

0.0
07

－
0.1

06
＊

＊
＊

　
0.2

16
＊

＊
＊

　
0.0

29
　

0.0
02

＊
＊

　（
0.1

43
）

　（
0.1

10
）

（
0.0

63
）

　（
0.0

16
）

　（
0.0

30
）

（
0.0

10
）

（
0.0

03
）

（
0.0

05
）

（
0.0

34
）

（
0.0

55
）

（
0.0

21
）

（
0.0

01
）

不
交

付
団

体
ダ

ミ
ー

　
25

.80
2＊

＊
＊

　
29

.18
0＊

＊
＊

－
0.8

36
　

 2
.38

8＊
＊

　
 8

.89
8＊

＊
＊

　
3.6

51
＊

＊
＊

　
0.9

35
＊

＊
＊

－
1.0

85
＊

＊
＊

 1
2.2

23
＊

＊
＊

　
1.2

97
－

1.6
56

－
0.1

83
＊

＊
＊

　（
9.0

49
）

　（
7.0

19
）

（
3.9

90
）

　（
1.0

29
）

　（
1.8

88
）

（
0.6

80
）

（
0.2

06
）

（
0.2

96
）

（
2.2

38
）

（
3.4

97
）

（
1.4

89
）

（
0.0

69
）

人
口

密
度

－
71

.96
7＊

＊
＊

－
54

.36
4＊

＊
＊

－
4.8

91
－

16
.25

9＊
＊

＊
－

20
.56

8＊
＊

＊
－

2.5
36

＊
＊

＊
－

1.1
17

＊
＊

＊
　

2.9
62

＊
＊

＊
　

1.7
38

－
5.6

02
－

1.1
93

＊
＊

　
0.0

70
　（

9.8
56

）
　（

6.6
01

）
（

4.1
88

）
　（

1.4
03

）
　（

1.7
24

）
（

0.4
50

）
（

0.1
83

）
（

0.3
76

）
（

1.2
52

）
（

3.8
14

）
（

0.5
26

）
（

0.0
45

）

定
数

項
 2

66
.94

5＊
＊

＊
 1

92
.03

9＊
＊

＊
 6

5.4
30

＊
＊

＊
 1

06
.88

6＊
＊

＊
　

14
.20

3＊
＊

＊
 1

1.2
07

＊
＊

＊
　

3.9
01

＊
＊

＊
　

9.5
62

＊
＊

＊
 2

0.9
86

＊
＊

＊
 5

9.0
01

＊
＊

＊
　

9.1
50

＊
＊

＊
　

0.4
18

＊
＊

＊

 （
20

.06
5）

（
13

.76
8）

（
8.5

42
）

　（
3.1

78
）

　（
3.6

30
）

（
1.1

10
）

（
0.3

89
）

（
0.7

96
）

（
3.4

49
）

（
7.7

65
）

（
4.5

20
）

（
0.1

13
）

sig
m

a_
u

　
96

.53
0

　
58

.12
1

 3
9.9

49
  

18
.22

3
　

14
.65

7
　

3.5
19

　
1.5

76
　

4.2
39

　
9.4

59
 3

7.4
48

　
3.5

41
　

0.3
61

sig
m

a_
e

　
45

.22
3

　
34

.68
7

 1
9.9

73
　

 5
.08

6
　

 9
.14

2
　

3.4
01

　
1.0

25
　

1.4
46

 1
1.3

17
 1

7.5
01

　
7.7

45
　

0.3
53

　
rh

o
　

 0
.82

0
　

 0
.73

7
　

0.8
00

　
 0

.92
8

　
 0

.72
0

　
0.5

17
　

0.7
03

　
0.8

96
　

0.4
11

　
0.8

21
　

0.1
73

　
0.5

11
R-

sq
: w

ith
in

　
 0

.67
1

　
 0

.77
5

　
0.7

14
　

 0
.71

7
　

 0
.81

7
　

0.3
83

　
0.3

84
　

0.4
89

　
0.8

71
　

0.7
68

　
0.0

80
　

0.3
70

   
   

  b
et

w
ee

n
　

 0
.13

6
　

 0
.05

7
　

0.2
24

　
 0

.12
8

　
 0

.19
0

　
0.0

43
　

0.0
02

　
0.0

88
　

0.2
34

　
0.2

46
　

0.1
53

　
0.0

33
   

   
  o

ve
ra

ll
　

 0
.28

9
　

 0
.36

4
　

0.3
67

　
 0

.19
8

　
 0

.45
5

　
0.1

91
　

0.0
66

　
0.0

18
　

0.7
58

　
0.4

08
　

0.0
97

　
0.2

39
標

本
数

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

2,0
02

（
注

）　
カ

ッ
コ

内
の

数
値

は
，

標
準

誤
差

を
表

す
。

　
　

　
表

に
お

い
て

，
＊
は

10
％

水
準

，
＊

＊
は

5％
水

準
，

＊
＊

＊
は

1％
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。
　

　
　

各
年

度
ダ

ミ
ー

の
結

果
に

つ
い

て
は

，
表

記
を

省
略

し
て

い
る

。
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表
７
　
推
定
結
果
（
変
量
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

Ⅰ
期

（
19

75
～

19
99

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普
通

建
設

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

7-
1

モ
デ

ル
7-

2
モ

デ
ル

7-
3

モ
デ

ル
7-

4
モ

デ
ル

7-
5

モ
デ

ル
7-

6
モ

デ
ル

7-
7

モ
デ

ル
7-

8
モ

デ
ル

7-
9

モ
デ

ル
7-

10
モ

デ
ル

7-
11

モ
デ

ル
7-

12

知
事

の
在

職
年

数
　

　
0.1

80
　

 0
.10

0
　

 0
.07

2
　

0.0
21

　
0.0

37
　

0.0
04

　
0.0

01
－

0.0
12

－
0.0

11
　

 0
.12

9
－

0.0
60

＊
　

0.0
06

＊
＊

＊

　
 （

0.1
79

）
　（

0.1
06

）
　（

0.1
07

）
（

0.0
27

）
（

0.0
45

）
（

0.0
10

）
（

0.0
04

）
（

0.0
09

）
（

0.0
29

）
　（

0.1
06

）
（

0.0
33

）
（

0.0
02

）

知
事

の
最

終
任

期
ダ

ミ
ー

　
－

3.3
63

 －
1.3

31
 －

2.0
77

－
0.1

91
－

1.4
44

＊
＊

＊
－

0.0
06

－
0.0

41
　

0.1
80

＊
－

0.3
98

 －
2.9

95
＊

＊
　

0.8
88

＊
＊

　
0.0

13
　

 （
2.1

31
）

　（
1.2

60
）

　（
1.2

80
）

（
0.3

19
）

（
0.5

35
）

（
0.1

17
）

（
0.0

44
）

（
0.1

03
）

（
0.3

43
）

　（
1.2

57
）

（
0.3

97
）

（
0.0

25
）

都
道

府
県

議
会

に
お

け
る

反
対

勢
力

議
席

率
　

－
0.0

10
　

 0
.02

3
 －

0.0
29

－
0.0

02
　

0.0
19

＊
　

0.0
05

＊
＊

　
0.0

00
－

0.0
01

－
0.0

02
 －

0.0
17

－
0.0

12
　

0.0
01

＊
＊

　
 （

0.0
39

）
　（

0.0
23

）
　（

0.0
23

）
（

0.0
06

）
（

0.0
10

）
（

0.0
02

）
（

0.0
01

）
（

0.0
02

）
（

0.0
06

）
　（

0.0
23

）
（

0.0
07

）
（

0.0
00

）

職
員

団
体

組
織

率
　

　
1.1

65
＊

＊
＊

　
 0

.40
2＊

＊
＊

　
 0

.79
8＊

＊
＊

　
0.0

15
　

0.2
85

＊
＊

＊
　

0.0
24

＊
＊

　
0.0

22
＊

＊
＊

－
0.0

32
＊

＊
＊

　
0.0

50
＊

　
 0

.81
1＊

＊
＊

　
0.0

05
－

0.0
02

　
 （

0.1
84

）
　（

0.1
09

）
　（

0.1
10

）
（

0.0
28

）
（

0.0
44

）
（

0.0
10

）
（

0.0
04

）
（

0.0
09

）
（

0.0
28

）
　（

0.1
07

）
（

0.0
26

）
（

0.0
02

）

不
交

付
団

体
ダ

ミ
ー

　
 2

7.3
43

＊
＊

＊
　

11
.90

5＊
＊

＊
　

16
.01

1＊
＊

＊
　

1.2
44

　
4.0

07
＊

＊
＊

　
1.6

74
＊

＊
＊

　
0.3

78
＊

＊
＊

－
0.6

46
＊

＊
　

3.8
23

＊
＊

＊
　

17
.61

6＊
＊

＊
－

1.4
51

－
0.0

78
　

 （
6.0

22
）

　（
3.5

61
）

　（
3.6

16
）

（
0.9

03
）

（
1.5

08
）

（
0.3

30
）

（
0.1

24
）

（
0.2

90
）

（
0.9

68
）

　（
3.5

52
）

（
1.1

13
）

（
0.0

70
）

人
口

密
度

－
11

5.8
46

＊
＊

＊
－

46
.49

5＊
＊

＊
－

53
.88

5＊
＊

＊
－

5.2
67

＊
＊

＊
－

9.3
29

＊
＊

＊
－

1.3
61

＊
＊

＊
－

0.2
10

　
0.9

23
＊

　
0.6

08
－

53
.17

7＊
＊

＊
－

1.5
13

＊
＊

＊
　

0.0
98

　（
10

.78
1）

　（
5.9

97
）

　（
5.5

87
）

（
1.8

15
）

（
1.5

13
）

（
0.3

85
）

（
0.1

44
）

（
0.5

08
）

（
1.1

12
）

　（
5.3

24
）

（
0.5

58
）

（
0.0

74
）

定
数

項
　

22
8.1

04
＊

＊
＊

 1
60

.44
1＊

＊
＊

　
56

.28
0＊

＊
＊

10
0.1

69
＊

＊
＊

－
6.2

81
＊

　
6.7

36
＊

＊
＊

　
0.3

42
 1

2.3
46

＊
＊

＊
 1

2.0
25

＊
＊

＊
　

43
.13

2＊
＊

＊
 1

1.6
76

＊
＊

＊
　

0.6
72

＊
＊

＊

　（
21

.45
3）

（
12

.02
1）

（
11

.43
3）

（
3.6

51
）

（
3.8

03
）

（
0.8

89
）

（
0.3

33
）

（
1.0

12
）

（
2.5

89
）

（
11

.00
0）

（
2.1

26
）

（
0.1

80
）

sig
m

a_
u

　
 9

6.2
42

　
51

.80
0

　
46

.59
9

 1
8.6

09
 1

0.9
20

　
2.9

49
　

1.1
20

　
4.5

71
　

8.3
93

　
43

.41
6

　
3.7

44
　

0.5
63

sig
m

a_
e

　
 2

4.6
18

　
14

.63
5

　
14

.99
0

　
3.8

41
　

6.1
35

　
1.3

75
　

0.5
24

　
1.2

15
　

4.0
00

　
14

.58
7

　
4.8

02
　

0.2
96

rh
o

　
　

0.9
39

　
 0

.92
6

　
 0

.90
6

　
0.9

59
　

0.7
60

　
0.8

21
　

0.8
21

　
0.9

34
　

0.8
15

　
 0

.89
9

　
0.3

78
　

0.7
83

R-
sq

: w
ith

in
　

　
0.8

94
　

 0
.90

5
　

 0
.78

3
　

0.8
62

　
0.8

11
　

0.7
28

　
0.5

10
　

0.1
98

　
0.8

84
　

 0
.80

7
　

0.1
38

　
0.4

49
   

   
  b

et
w

ee
n

　
　

0.1
34

　
 0

.03
2

　
 0

.28
4

　
0.0

90
　

0.1
83

　
0.0

17
　

0.0
54

　
0.0

90
　

0.2
72

　
 0

.27
9

　
0.2

50
　

0.0
00

   
   

  o
ve

ra
ll

　
　

0.2
85

　
 0

.27
0

　
 0

.37
2

　
0.2

46
　

0.4
99

　
　

0.2
58

　
0.1

76
　

0.0
42

　
0.5

58
　

 0
.38

4
　

0.1
84

　
0.1

23
標

本
数

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

1,1
56

（
注

）　
カ

ッ
コ

内
の

数
値

は
，

標
準

誤
差

を
表

す
。

　
　

　
表

に
お

い
て

，
＊
は

10
％

水
準

，
＊

＊
は

5％
水

準
，

＊
＊

＊
は

1％
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。
　

　
　

各
年

度
ダ

ミ
ー

の
結

果
に

つ
い

て
は

，
表

記
を

省
略

し
て

い
る

。
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表
８
　
推
定
結
果
（
変
量
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

Ⅱ
期

（
20

00
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普
通

建
設

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

8-
1

モ
デ

ル
8-

2
モ

デ
ル

8-
3

モ
デ

ル
8-

4
モ

デ
ル

8-
5

モ
デ

ル
8-

6
モ

デ
ル

8-
7

モ
デ

ル
8-

8
モ

デ
ル

8-
9

モ
デ

ル
8-

10
モ

デ
ル

8-
11

モ
デ

ル
8-

12

知
事

の
在

職
年

数
 －

1.8
68

＊
＊

＊
 －

1.6
09

＊
＊

＊
 －

0.2
57

 －
0.1

54
＊

＊
＊

　
 0

.11
7

－
0.0

96
＊

＊
－

0.0
05

－
0.0

17
－

0.5
03

＊
＊

＊
－

0.2
45

＊
　

0.0
15

　
0.0

00
　（

0.5
30

）
　（

0.4
18

）
　（

0.1
94

）
　（

0.0
45

）
　（

0.0
89

）
（

0.0
43

）
（

0.0
10

）
（

0.0
11

）
（

0.1
35

）
（

0.1
49

）
（

0.0
86

）
（

0.0
01

）

知
事

の
最

終
任

期
ダ

ミ
ー

　
10

.71
9＊

＊
　

 9
.48

1＊
＊

　
 1

.19
0

　
 0

.11
8

 －
2.4

50
＊

＊
＊

　
0.5

25
－

0.0
61

　
0.1

20
　

5.5
56

＊
＊

＊
　

1.5
15

－
0.6

10
－

0.0
10

　（
5.2

09
）

　（
4.1

12
）

　（
1.9

04
）

　（
0.4

38
）

　（
0.8

71
）

（
0.4

19
）

（
0.0

94
）

（
0.1

04
）

（
1.3

36
）

（
1.4

64
）

（
0.8

56
）

（
0.0

07
）

都
道

府
県

議
会

に
お

け
る

反
対

勢
力

議
席

率
　

 0
.05

9
　

 0
.07

6
 －

0.0
16

　
 0

.01
5＊

＊
　

 0
.01

1
－

0.0
06

－
0.0

06
＊

＊
＊

　
0.0

01
　

0.0
27

－
0.0

09
－

0.0
02

　
0.0

00
　（

0.0
83

）
　（

0.0
65

）
　（

0.0
30

）
　（

0.0
07

）
　（

0.0
14

）
（

0.0
07

）
（

0.0
01

）
（

0.0
02

）
（

0.0
21

）
（

0.0
23

）
（

0.0
14

）
（

0.0
00

）

職
員

団
体

組
織

率
　

 0
.37

5
　

 0
.18

1
　

 0
.18

9＊
　

 0
.07

8＊
＊

＊
　

 0
.05

9
－

0.0
17

－
0.0

29
＊

＊
＊

－
0.0

23
＊

＊
＊

－
0.0

27
　

0.0
57

　
0.0

40
　

0.0
00

　（
0.3

11
）

　（
0.2

41
）

　（
0.1

12
）

　（
0.0

27
）

　（
0.0

53
）

（
0.0

23
）

（
0.0

06
）

（
0.0

06
）

（
0.0

70
）

（
0.0

88
）

（
0.0

41
）

（
0.0

00
）

不
交

付
団

体
ダ

ミ
ー

　
62

.52
0＊

　
49

.43
6＊

　
17

.89
3

　
 6

.23
8＊

＊
　

 2
.32

8
　

4.1
74

　
0.6

94
　

1.2
18

＊
 2

9.7
58

＊
＊

＊
 1

3.0
75

　
3.6

42
－

0.0
08

（
33

.80
2）

（
26

.51
8）

（
12

.30
7）

　（
2.8

89
）

　（
5.6

91
）

（
2.6

25
）

（
0.6

17
）

（
0.6

87
）

（
8.2

33
）

（
9.5

48
）

（
5.0

06
）

（
0.0

35
）

人
口

密
度

－
39

.79
3＊

＊
＊

－
28

.12
2＊

＊
＊

－
11

.85
0＊

＊
＊

－
11

.09
8＊

＊
＊

－
10

.73
9＊

＊
＊

－
1.8

12
＊

＊
＊

－
0.5

53
＊

－
0.9

24
＊

＊
　

1.4
80

－
7.4

05
＊

－
1.5

86
　

0.0
02

（
13

.34
5）

　（
9.4

66
）

　（
4.5

39
）

　（
2.0

33
）

　（
2.5

79
）

（
0.7

06
）

（
0.2

91
）

（
0.4

27
）

（
2.0

23
）

（
4.1

88
）

（
1.0

20
）

（
0.0

06
）

定
数

項
 4

53
.56

1＊
＊

＊
 3

67
.64

5＊
＊

＊
　

86
.03

4＊
＊

＊
 1

17
.78

8＊
＊

＊
　

68
.56

9＊
＊

＊
 1

9.0
67

＊
＊

＊
　

7.0
56

＊
＊

＊
 1

1.5
76

＊
＊

＊
10

0.9
75

＊
＊

＊
 8

1.1
29

＊
＊

＊
　

6.9
99

＊
＊

　
0.0

10
（

25
.99

8）
（

19
.37

6）
　（

9.1
38

）
　（

3.3
71

）
　（

4.7
38

）
（

1.7
05

）
（

0.5
27

）
（

0.7
18

）
（

5.1
93

）
（

7.7
94

）
（

3.0
11

）
（

0.0
21

）
sig

m
a_

u
 1

03
.86

8
　

72
.17

9
　

34
.21

8
　

17
.62

1
　

20
.47

5
　

5.1
05

　
2.3

27
　

3.6
08

 1
3.9

63
 3

1.8
42

　
6.6

59
　

0.0
33

sig
m

a_
e

　
54

.16
0

　
42

.63
4

　
19

.40
7

　
 4

.50
7

　
 9

.03
1

　
4.3

89
　

0.9
79

　
1.0

83
 1

3.7
19

 1
4.6

09
　

9.0
50

　
0.0

74
rh

o
　

 0
.78

6
　

 0
.74

1
　

 0
.75

7
　

 0
.93

9
　

 0
.83

7
　

0.5
75

　
0.8

50
　

0.9
17

　
0.5

09
　

0.8
26

　
0.3

51
　

0.1
69

R-
sq

: w
ith

in
　

 0
.17

4
　

 0
.35

3
　

 0
.39

9
　

 0
.34

8
　

 0
.20

4
　

0.1
16

　
0.2

90
　

　
0.5

73
　

0.6
53

　
0.5

50
　

0.0
71

　
0.0

26
   

   
  b

et
w

ee
n

　
 0

.17
4

　
 0

.12
2

　
 0

.27
6

　
 0

.21
7

　
 0

.22
3

　
0.1

22
　

0.0
15

　
0.0

79
　

0.3
49

　
0.2

95
　

0.0
20

　
0.0

01
   

   
  o

ve
ra

ll
　

 0
.17

4
　

 0
.19

0
　

 0
.29

6
　

 0
.22

4
　

 0
.21

9
　

0.1
19

　
0.0

57
　

0.1
59

　
0.4

89
　

0.2
93

　
0.0

46
　

0.0
20

標
本

数
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6

（
注

）　
カ

ッ
コ

内
の

数
値

は
，

標
準

誤
差

を
表

す
。

　
　

　
表

に
お

い
て

，
＊
は

10
％

水
準

，
＊

＊
は

5％
水

準
，

＊
＊

＊
は

1％
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。
　

　
　

各
年

度
ダ

ミ
ー

の
結

果
に

つ
い

て
は

，
表

記
を

省
略

し
て

い
る

。
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表
９
　
推
定
結
果
（
固
定
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

Ⅱ
期

（
20

00
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普通
建設

事業
費

災害
復旧

事業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

9-
1

モ
デ

ル
9-

2
モ

デ
ル

9-
3

モ
デ

ル
9-

4
モ

デ
ル

9-
5

モ
デ

ル
9-

6
モ

デ
ル

9-
7

モ
デ

ル
9-

8
モ

デ
ル

9-
9

モ
デ

ル
9-

10
モ

デ
ル

9-
11

モ
デ

ル
9-

12
知

事
の

在
職

年
数

×
中

央
官

僚
出

身
知

事
ダ

ミー
 －

1.2
04

＊
　

－
1.0

60
＊

＊
 －

0.1
44

 －
0.1

53
＊

＊
＊

　
 0

.01
4

－
0.0

39
－

0.0
21

＊
－

0.0
11

 －
0.3

55
＊

＊
－

0.0
54

－
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）
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）
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）
　（

0.0
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）
　（

0.1
07

）
（

0.0
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）
（

0.0
11

）
（

0.0
12

）
　（

0.1
61

）
（

0.1
71

）
（

0.1
05

）
（

0.0
01

）
知

事
の

在
職

年
数

×
国

会
議

員
出

身
知

事
ダ

ミー
 －

4.7
17

＊
＊

＊
　

－
4.4
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＊
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＊

 －
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 －
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＊
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－
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＊
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－

0.1
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　（
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）

　（
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）

　（
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）

　（
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）

（
0.0
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）

（
0.0
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）

（
0.0

23
）

　（
0.3

05
）

（
0.3

23
）

（
0.1

98
）

（
0.0

02
）

知
事

の
在

職
年

数
×

地
方

政
治

家
出

身
知

事
ダ

ミー
　

 2
.07

8
　

　
0.7

86
　

 1
.29

2＊
＊

 －
0.0

29
 －

0.1
11

　
0.0

68
　

0.1
16

＊
＊

＊
　

0.0
08

　
 0
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1

　
0.3
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＊
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＊
　

0.0
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　（
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）

　
 （
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35

）
　（
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）
　（

0.1
30

）
　（
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）
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）
（
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－

0.0
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 －
0.2

87
－

1.3
79

＊
＊

－
0.3
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－

0.0
01

　（
2.2

05
）

　
 （

1.7
37

）
　（

0.7
80

）
　（

0.1
83

）
　（

0.3
68

）
（

0.1
79

）
（

0.0
39

）
（

0.0
42

）
　（

0.5
57

）
（

0.5
91

）
（

0.3
62

）
（

0.0
03

）
知

事
の

在
職

年
数

×
そ

の
他

出
身

知
事

ダ
ミー

　
 0

.67
3

　
－

0.1
07

　
 0
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9

　
 0

.10
8
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－
0.0

22
－

0.0
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）
（

0.0
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）
（
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）
　（
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）
（
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）
（
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67

）
（
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央
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僚
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身
知

事
ダ

ミー
 －

2.7
72
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73
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1.0
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6

　
0.2

53
　

0.5
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＊
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＊
－

0.4
00

＊
＊

　
 2
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9
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68
－

1.0
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－
0.0
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　（

8.6
72
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 （
6.8

33
）

　（
3.0
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）

　（
0.7
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）

　（
1.4

47
）

（
0.7

03
）

（
0.1

53
）

（
0.1

64
）

　（
2.1

90
）

（
2.3

24
）

（
1.4

25
）

（
0.0
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）

国
会

議
員

出
身

知
事

ダ
ミー

 －
2.8
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－
5.5

07
　

 2
.70
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0.8
87

　
 2

.06
6

－
0.6

51
　

0.5
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＊
＊

＊
　

0.6
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＊
＊

＊
 －

6.7
13
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＊
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－

1.7
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＊
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00
　（

9.1
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7.2
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）
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35
）
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0.7

61
）

　（
1.5
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）

（
0.7
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）

（
0.1

61
）

（
0.1

73
）

　（
2.3

10
）

（
2.4

51
）

（
1.5

03
）

（
0.0

13
）

地
方

政
治

家
出

身
知

事
ダ

ミー
　

19
.34

0＊
　

　
4.5

17
　

14
.82

3＊
＊

＊
 －

1.6
99

 －
3.2

57
＊

　
2.5
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＊

＊
＊

　
0.5

66
＊

＊
＊

　
0.8

11
＊

＊
＊

　
 5

.78
3＊

＊
 1

1.1
07

＊
＊

＊
　

3.7
16

＊
＊

－
0.0

01
（
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.34
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 （
8.9

35
）

　（
4.0
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）

　（
0.9

44
）

　（
1.8
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）

（
0.9

19
）

（
0.2

00
）

（
0.2

14
）

　（
2.8

64
）

（
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）

（
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）
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0.0
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抜
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56
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＊
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＊
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＊
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標
本

数
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6
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6
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6
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6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6
84

6

（
注

）　
カ

ッ
コ

内
の

数
値

は
，

標
準

誤
差

を
表

す
。

　
　

　
表

に
お

い
て

，
＊
は

10
％

水
準

，
＊

＊
は

5％
水

準
，

＊
＊

＊
は

1％
水

準
で

有
意

で
あ

る
こ

と
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。
　

　
　

各
年

度
ダ

ミ
ー

の
結

果
に

つ
い

て
は

，
表

記
を

省
略

し
て

い
る

。

- 129 -

〈財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」令和４年第３号（通巻第 149 号）2022 年 11 月〉



表
10
　
推
定
結
果
（
変
量
効
果
モ
デ
ル
）

期
間

Ⅱ
期

（
20

00
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普
通

建
設

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

失
業

対
策

費
モ

デ
ル

10
-1

モ
デ

ル
10

-2
モ

デ
ル

10
-3

モ
デ

ル
10

-4
モ

デ
ル

10
-5

モ
デ

ル
10

-6
モ

デ
ル

10
-7

モ
デ

ル
10

-8
モ

デ
ル

10
-9

モ
デ

ル
10

-1
0

モ
デ

ル
10

-1
1

モ
デ

ル
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-1
2

知
事

の
在
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数
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事

ダ
ミー

 －
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＊
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0.0
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）

（
0.0
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）
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0.0
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）
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0.0
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）

（
0.1
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）

（
0.1
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）
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）
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＊
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＊
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73
）
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）

（
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59
）
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）
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）
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）
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）

（
0.0

29
）
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）

（
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）

（
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）
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）
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）
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13
　

 0
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9
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1.1
89

 －
0.7
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0.3
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＊

－
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89
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－
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－
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64
）
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）
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）
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）
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34
）

（
0.6
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）

（
0.1
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）

（
0.1
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）

（
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）

（
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）

（
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）

（
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）

国
会

議
員

出
身
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事
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ミー

 －
2.4
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＊

 －
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0.7
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6

－
0.6
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0.5
61

＊
＊

＊
　

0.6
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＊
＊

＊
－

4.1
36

＊
－

2.5
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＊

＊
＊

－
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9.0
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）
　（

7.1
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）
　（

3.2
65

）
　（

0.7
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）
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1.5
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）
（

0.7
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）
（

0.1
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）
（

0.1
72

）
（

2.2
73

）
（
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）
（
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）
（

0.0
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）
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方
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治
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出
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知
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7
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＊
＊
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34
 －
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＊

＊
＊
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＊

＊
＊
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＊
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＊
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い
て
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＊
は
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％

水
準

，
＊

＊
は

5％
水

準
，
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＊

＊
は

1％
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準
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有
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で
あ

る
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と
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つ
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，
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い
る

。
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表
11
　
推
定
結
果
（
20
00
年
よ
り
前
に
知
事
就
任
の
デ
ー
タ
の
み
）

期
間

Ⅱ
期

（
20

00
～

20
17

年
）

被
説

明
変

数
歳

出
総

額
消

費
的

経
費

投
資

的
経

費
人

件
費

公
債

費
物

件
費

維
持

補
修

費
扶

助
費

補
助

費
等

普
通

建
設

事
業

費
災

害
復

旧
事

業
費

失
業

対
策

費

固 定 効 果 モ デ ル

モ
デ

ル
11

-1
モ

デ
ル

11
-2

モ
デ

ル
11

-3
モ

デ
ル

11
-4

モ
デ

ル
11

-5
モ

デ
ル

11
-6

モ
デ

ル
11

-7
モ

デ
ル

11
-8

モ
デ

ル
11

-9
モ

デ
ル

11
-1

0
モ

デ
ル
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-1

1
モ

デ
ル
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-1

2
知

事
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数
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僚
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事
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－
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17

－
0.2

56
＊

－
0.8

16
　

3.4
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）
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）
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0.6
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＊
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）
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（
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モ
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モ
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モ
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9

モ
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0
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いる。モデル 9-6（物件費）では，知事の在職
年数と国会議員出身知事ダミーとの交差項の推
定係数の符号は 1％水準で有意に負の値となっ
ている。モデル 9-9（補助費等）では，知事の
在職年数と中央官僚出身知事ダミーとの交差項
の推定係数の符号は 5％水準で有意に負の値と
なっている。知事の在職年数と国会議員出身知
事ダミーとの交差項の推定係数の符号は 1％水
準で有意に負の値となっている。モデル 9-1
（歳出総額）とモデル 9-2（消費的経費）から
は，中央官僚出身知事と国会議員出身知事の場
合，在職年数が長いほど，歳出総額，その中で
も消費的経費が削減されることが確認されてい
たが，実際には，人件費，物件費，補助費等の
項目が削減されることで，歳出全体の削減につ
ながっているといえる。
　次に，投資的経費の内訳について検討を行う。
モデル 9-10（普通建設事業費）では，知事の在
職年数と生え抜き出身知事の交差項の推定係数
の符号は 5％水準で有意に負の値となっている。
在職年数が長いほど，普通建設事業費が減る傾
向にあることがわかる。ただし，モデル 9-1（歳
出総額）の結果をあわせて踏まえると，こうし
た投資的経費の削減が，直ちに歳出総額を減ら
す効果をもたらしているとまではいえない。
　以上の分析結果から，知事の在職年数の長さ
が地方歳出を抑制する効果は，知事の出身属性

により違いが生じることが明らかになった。こ
のことから，仮説 3 が支持される。
　最後に，上記のようにして観察された知事の
在職年数と出身属性の交差効果について，就任
時期の違い（つまり，2000 年より前に知事に
就任した場合と 2000 年以後に知事に就任した
場合の違い）を確認するために行った推定結果
が，表 11 と表 12 にそれぞれ示されている。表
11 は，2000 年より前に就任した知事の都道府
県データのみを用いた分析結果を，表 12 は，
2000 年以後に就任した知事の都道府県データ
のみを用いた分析結果である。ただし，モデル
12-12 とモデル 12-24 については，被説明変数
となる失業対策費がいずれの団体でも０であっ
たため，推定できなかった。
　知事の在職年数の長さが地方歳出を抑制する
効果は，中央官僚出身知事と地方政治家出身知
事の場合には，2000 年以後に誕生した知事で
現れていることがそれぞれ確認できるものの，
それ以外は確認できない。これらの結果を解釈
すると，知事の在職年数の長さが地方歳出を抑
制する効果が存在する場合に，出身属性の違い
が及ぼす影響は，2000 年以後に就任した知事
に関して，特に現れるとは限らないようである。
したがって，仮説 4 はある特定の出身属性では
支持されるものの，必ずしもすべての属性にお
いて支持されるわけではない。

Ⅳ．結論

　本稿では，1975 年から 2017 年までの都道府
県パネルデータを用いることで，2000 年の前
後を境とした地方歳出の変化に着目し，知事の
在職年数，さらには出身属性の違いがもたらす
地方財政上の影響について実証分析を行った。
　実証分析からは，以下の 3 点が明らかとなっ
た。第一は，データの全体（1975～2017 年）
を用いた分析では知事の在職年数が長くなるほ

ど地方歳出が抑制傾向になることまでは見出せ
なかったものの，その傾向は特に 2000 年以後
において確認されたことである。2000 年の地
方分権一括法の施行に伴った影響をより強く受
けていたのではないかと推察される。第二は，
こうした 2000 年以後に観察された知事の在職
年数が地方歳出にもたらす影響は，知事の出身
属性によって異なる効果が生み出されているこ
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とである。第三は，知事の出身属性の違いによ
るその効果も，2000 年以後に新たに知事が就
任したか否かで，さらに異なることである。
　これまで先行研究の議論では，政治家の在職
年数と財政運営の間における関係性について，
多くの研究が行われてきたが，正負いずれの影
響を及ぼしているかについては，論争があった。
そうした議論においては，政治家が実現する「ア
ウトプットの高低」や「政治家のパフォーマン
スの量」に関して盛んに検討が行われてきたも
のの，「政治家のタイプの違い」については，
厳密に検討されてきたとは言い難かった。特に，
知事の在職年数の長さが地方歳出に及ぼす影響
については，単に在職年数の長短に注目が集
まってきたため，実際には，知事の出身属性，
あるいは 2000 年以後に新たに知事に就任した
かなどの視点による分析は，これまでなされて
いない。さらに，わが国の地方自治体の財政運
営を分析した先行研究の多くは，2000 年初頭
までのデータによる検証であったこともあり，
2000 年の前後に生じた地方財政を取り巻く環
境変化についても，十分な考慮が行われた上で，
議論されてこなかった。
　本研究の実証分析で得られた結論には，そう
した既存研究により見逃されてきた課題をある
程度克服しつつ，既存研究においてこれまで明
らかにされてこなかった点，あるいは既存研究

の見解とは異なる点がいくつかあり，少なくな
い示唆が含まれている。
　最後に，本研究の残された課題として，以下
の点があげられる。
　本稿の実証分析では，知事の在職年数と出身
属性の交差効果の有無に主に着目したため，そ
の他の属性（例えば，知事の年齢や性別など）
との交差効果についてまでは検討できていな
い。実際には，知事の属性については様々なも
のがあるので，理論研究による検討を背景とし
た上で，さらに実証分析を行える余地が残され
ているのではないかと考えられる。
　また，本稿の実証分析では，わが国の地方財
政に対する最も大きな変化を考慮して，データ
期間を 2000 年の前後で区分けしたが，1990 年
代におけるバブル経済の崩壊や 2008 年におけ
るリーマンショックなどの社会・経済的背景を
踏まえて，他のイベントを区切りとした検討を
行う余地があるかもしれない。
　さらには，都道府県ではなく，市町村を対象
にした場合にも，本稿で得られた結果が成立す
るのかについて，追加的に検討を行う必要もあ
ろう。本研究によって得られた結論を踏まえて，
首長の在職年数が及ぼす効果と関連する制度の
あり方については，今後さらに分析を深めてい
く必要がある。
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